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1 .行政上の識を

介護保険の施行を 1年後に控えた平成 11キ 3月 3113、介護保険施設等

の「人員、設備及び運営に欝する基準j がj草生省〈当時〉令によって定め

ちれ、その中で下記のようにいわゆる「身体拘束禁止羨定j が奈された。

の離の身非拘束にあたる行為の交官報として辻、?衣類又は綿入容幣等を寵

して、一持的に当該患者の身体を拘束し、その運動を抑鞘する行動の韻

いう J(諮和 63年 4sJ 8降車生省告示第 129号)との定識が想定され

ている。

く介護保険指定基準の身体拘東禁止規定>

rサービスの提供にあたっては、当該入所者〈暫用者〉または飽0)入所者(利用者)

等の生命又は身体を保纏するため緊急や会を得ない場合を緯き、身体拘束その

位の入所者(利用者)の行動を制限する行為を行ってiまならないj

また、その 1

違知によ号、

用されること

つ支り介護保険施行

のとおヲ「緊急やむを

防止し、実際iこ行むれ

の平成 12年 3月 1713付の

ないJ との除外規定が安易に

の適切性を検証するための

置(鈴木) 2001) が講じられた。

く「緊怒やむを得ない」場合に対する合議様険指定慕準に寵する通知>

f懇魚や訟を得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その欝の入所

{利用者、入院患者)の心身の状況、緊急やむを得なかった璃由を詑銭しなけ

ればならないj

の後、厚生労欝省ではこうした施策の趣皆を徹底し、その

保するために、先駆的に身捧持東の蕗止 iこ向けて取り組んで成果をよげて

いる施設関係者や学識者等を集め、平成 12年 6)'3より f身部拘束ゼロ作

戦推進会議」が発足、「身体拘束ぜロ作戦Jとして、欝庫補助制度を創設し

た上で推進会議の開催・身体拘束相談窓口の設霊・特設箆養成研修事業の

実蒐(以上平成 13年度より)・家族支援事業の実施{王手成 14年麗より)

からなる都

拘束震止を

ける推進体制の整備、シンポジウムの額盤、身非

るハ…ド詣の改善の推進などが図られた。その中で、平成
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13 "'1'.:3 )J、身f本41iJ~ょく鵜 11.. の綾子?や民体的なケアの工夫、実{flj 等を峨り込ん

だ「身 f本 41~ 14ミゼロへの手引き: 1'，¥lJ齢者ケアに関わるすべての人に Jがまと

められ、全患の地方公共団体や介護保険腕投等に配布、普及が図られ

この f身体拘束ゼロへの手引き Jでは、例外的に身体拘束を行う f緊急、や

むを得なしリ場合がどのような製件により判断され、かつどのような

によりその判断が担保されるかιついてぶされている。具体的には、いわ

ゆる f 例外 3 原則 j として、 r~ 切 i良性 J ~;JIさ代特性 J ~-I母性 i の:つの条

件が満たされ、かつ、それらの要件の線認等の手続きが緩めて慎重に主出

されているケースに|出られる J とし、以下のような点が指摘されているり

く去っの要件をすべて満たすことが必要>

(1)切迫性:手IJ用者本人または他の科患者等の生命または身体が危険にさらさ

れる可能性が著しく高いこと

(2) 非代替性:身体需束その位の行動部践を行う以外!こ代替する介部方法が

ないこと

(3) …時'投:身体持業その憶の行言語翻眼が一時的なものであること

<手続きの惑でも な取り設いが求められる>

(1) (lH緊急や訟を得主主い場合 Jfこ該当するかどうかの判断は、担誕のスタッフ

信人{また球数名)では行わず、施設全体としての判断が軒われるように、あ

らかじめルールや手織診を淀めておく

(2) 斡用者本人や家族に対して、身体拘束の内容、自的、理窓、持東の時艶

等をできるだけ詳細!こ説明し、十分な現解を得るよう努める

(3) 緊急やむを得ず身体拘束を行う場合についても、 f緊急やむを書ない場合 j

!こ該当するかどうかを常!こ観紫、再検討し、寮件に該盗しなくなった場合 iこ

は直ちに解除するこt

く』母体拘束に関する記録が義務村けられている>

(1) r緊急やむを得ないj場合に対する台議探検指 準 iこ関する通知(前掲)

(2) 日々の心島の状態等の譲察、持東の必弾性や方法に関わる再検討を行う

亀、、、... 輔欄欄網剛叩網

フ関、結設全体、家族等関係者の間で直近の情報後共有するu身体拘束
!こ関する説明議・経過寵察記諒」の伊i示あり)。このq母体拘束に関する説

内ノ
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明書・経過観察記録」は、施設において保存し、行政担当部局の指導監査

が行われる際に提示できるようにしておく必要がある

また同「手引き」では、介護保険指定基準において禁止の対象となる具

体的な行為として、以下の 11種の行為を示している。

<身体拘束禁止の対象となる具体的な行為>

(1)俳佃しないように、車いすやいす、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る

(2) 転落しないように、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る

(3) 自分で降りられないように、ベッドを柵(サイドレール)で囲む

(4) 点滴胃経管栄養等のチューブ、を抜かないように、四肢をひも等で縛る

(5) 点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、または皮膚をかきむしらない

ように、手指の機能を制限するミトン型の手袋等をつける

(6) 車いすやいすからずり落ちたり、立ち上がったりしないように、 Y字型拘束帯や

腰ベルト、車いすテーブルをつける

(7)立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるようないすを使用する

(8) 脱衣やおむつはずしを制限するために、介護衣(つなぎ服)を着せる

(9) 他人への迷惑行為を防ぐために、ベッドなどに体幹や四肢をひも等で縛る

(10)行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる

( 11)自分の意思で聞けることのできない居室等に隔離する

これにともない、厚生労働省では平成 13年 4月に介護保険施設等の指

導監査における着眼点を改正し、「緊急やむを得ない」場合に要する記録に

あたって「身体拘束ゼロへの手引き」に例示されている「身体拘束に関す

る説明書・経過観察記録」等を参考に適切な記録を作成し保存しているか、

施設の管理者及び従業者が身体拘束廃止を実現するために正確な事実認識

を持っているか、施設管理者は「身体拘束廃止委員会」などを設置し施設

全体で身体拘束廃止に取り組み改善計画を作成しているか、という 3点、

及び同手引きにある身体拘束にあたる具体的行為 11種を明示した。また同

様に介護保険施設等の「人員、設備及び運営に関する基準」を改正し、「緊

急やむを得ず」身体拘束を行う場合にその態様及び時間、その際の入所者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録し、当該の記録を 2年間

保存するという義務を明記した(平成 15年 4月より施行)。
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2.先進施設・団体・自治体等の取り韻みとf身体拘束ゼロイヤ戦J後の社

会的動向

上記のような行政上の動きに先駆けて、先駆的な撞設等で辻個々に取り

車Ilみが行われてきた。最もそのさきがけとして知られているの辻、東京都

八 1-:(-rliの 1-_) 1111JJ 1I完の取り組みであろう o 1--) 11病院ではi岩手11 61 {I'-から|記

長・総納長-の決断からトップダウン式に身体拘束の廃止に取り組み、大き

な成*をヒげている α この間の経締や身体拘束に員長する理論、廃止に向け

込体的なよIS{り議11み、改善された介護方法などについては吉慌・盟中

(I 999) にまとめられており、それらは「身体拘束ゼロへの手引き;の中

も受け継がれている。その後、こうした取り組みに呼応するように、

i需黙では客車購読を中 'L'とした複数の病院で身体拘束腐止の取り組みが

められ、 10の務院による「持棋廃止福岡宣雷J(平成 10年 3丹)に結文‘し

この動きは全毘に飛び火し、熊本県、 山口県、 沖縄県、 大1阪;波反月府府社ザ:、北 yf

道などでで、同様の耳敦支り組みがなされ、;騎i持寄寺zに北f梅毎道でで、lは立定山 j鴻梁:病府|陥坊告者?中心にr1仰4巾j 

制時lr_相談ネットワーク j がつくられるなど、活

岡， 2000;峯本・大野， 2003)。また開時に平成 10

養護老人ホーム清水坂あじさい荘のように、 i場

動が行われた(古

の東京都の特別

当初から身体拘束を

行わない施設も現れ始めた{議権， 2002) 0 こうした身体拘束(当時は「抑

制」との語が使用されることが多かった)の麓止を目指した動きの中で、

「全国抑制廃止研究会 j が設まされ、平成 12年 3)ヲにワ)クショップが

開かれて身体拘束に該当する 16項爵の「抑制チェックヲスト J(これはほ

ぼ後の「身体拘束ザロへの平引き JIと恭された 11(J)行為(前謁)に受け継が

れており、この

りしないよう

拘束の聴出と

揺が許される

「蕊いすやいすからずり落ちたり、立ち上がった

Y平割拘束帯や腰ベノレト、車いすテーブル者つける j が

より 6種lこ分けられている〉が示されるとともに、事p

として、これも後の「例外 3黒鳥JJ につながる f命にか

かわるとき Jr組に方法がない Jr一時的 Jr本人もしくは家族とスタップ

のi誇裁があるとき j との条件が明示された(吉岡， 2000;柴尾， 2001)。

さらに全器老人語社撞設協議会が平成 12年に「行動制限を考えるブオ

ラム j を撰き「拘束ゼロへの誓い j を宣言するなど、各種間枠における

り組みも盛んになされるようになった。

このような機運を受け、また介護保険の描行と関連法令の改正等、?身体
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ゼロへの手引き Jをはじめとする「身枠拘束ぜロ持

もは、各室治手本における身体拘束路止に向けた取り組みが

の推進とと

撞的 iこ行われ

るようになってき

同時に各議雑誌・専門語等においても類繁に身部拘束の問題が扱われる

ようになった。これまで入手性のよい雑誌記事等で持度か特集が組まれて

おち(l'ふれあいケアJ誌 7春 10号， 2001;需誌 8審 12号， 2002; W地

域ケアヲングJ誌 3巻 14号， 2001; ~介護支援専門員』誌 8 号， 2001; l' 

合ケアj鈴 12春 5号， 2002; W Home care medicine~ 誌 4 巻 1 号， 2003 

など)、警察籍はもまとめちれている{宮本看護協会， 2003;高崎， 2004) 0 

これらの雑誌等では、厚生労働省老鰭罵等かち、身非拘束廃止の取り組み

や f身体拘束ゼロへの手引き J等についての解説もなされている(議問，

2001;鈴木， 2001;厚生労働省老健局振興課， 2001など〉。支えインター

ネット上で学習するための仕組みも提案されている(日本社会事議大学を

中心とした“やる気分譲研究会丹による f縛らない介護をすすめるための

インターネット報教科警察主。

3“身体揖東の都響と廃止に向けた阻瞥要因

以上晃てきたよう氏、身律拘束会擁ょとするための取り組みは、ここ数

の聞で全国的民選作してきたといえよう。f身非拘束ゼロへの事引き」では、

そうした取り組みを進めていくため民点、饗となる、身非拘束の需題への理

解を、次のよう設形で解説している。

「手芸iきj では、「身非拘束擁止を実現していく第一歩は、ケアにあたる

スタッブのみならず撞設・病設等の費任者や利用者の掠族が、身枠拘束の

弊害を五織に認識することで島る j と述べられており、身体拘束がもたら

す大別して 3つの弊害と、拘束が拘束を生む悪錯環について説明されてい

る。

く身体持東がもたらす多くの弊響>

(1)身体的弊害:関節の持籍、第力の低下、じよく創の発生、食欲の慨下、心

肺機能の器下、転鱒・転落事故必定強強など

(2)精神的弊害:不設や怒り、居辱、あきらめ、語、語症の進行、せん装の頻発、

卵、JW



家族の構神的瞥捕、スタッフの士気の偲下

(3)社会的弊帯:介護保険施設等に対する社会的な不器、犠斑など

く拘束が拘束を生む「懇議環J>

認知患があザ体力も襲っている高齢者を拘策すれば、ますます体力は衰え、諒

知寵が護者。その結果、せん華や転倒えよどのニ次的・三次的な陣容が生じ、その

対!if:;ぬためにさらに拘凍?を必袈とする状現が生み出されるのである。議揺はf…詩

的Jとして始めた身体拘東が、時間の経過とともに、 f常時 jの掲東となってしまい、

そして、場合によっては身体機能の器下とともに高齢者の死期を阜める縮製!こも

つながりかねない。

また、

条〉や告出・

1束での人権問

持、人権擁

のような身体拘束の弊害を、基本的人権の享有(憲法第 11

幸IJの保持とその j搬用の禁止(同第 12条}といった広い

として整理したり、あるいは近年よく指擁される高齢者

の問題の中 iこ{立援づけ、五まく検討しようとする動きもある

(日本看護協会， 2003;高鈴者患待防止緋究会， 2004など)。

これらのことを考えると、身体拘束の問題は等しく人聞が持ちうる人権

を脅かし、さらに大きな身体的・精神的・社会的な代簡を搾って、高齢者

の令OL(生活の質)を線本から損なう危険性を有している{窓!主1，2001)， 

な問題といえよう O

に、上記のことがより諜刻に取りょげちれる背景として、認、知症高齢

心とした、心身に弾事を抱える高齢者の問題があげられる o これま

での研究から、身体拘束を受けやすい入所者(利用者)の属性がいくつか

宗唆されている c 例えば斉藤ら (2001)では f捗行能力の抵下Jが f暴1]・

暴言のあること Jr夜間せん療があること Jr綜樹統往があること j

し、これらの要因が身体拘束に誼接関連する饗器と会っていることが示さ

れている。また阿部(間部， 1999;間蔀・千襲， 2001)は、海外での研究

動向を踏まえた上で身持拘東金行われやすい属性をまとめている。阿部・

千葉 (2001) では、身体拘束を受けやすい属性として、「高年齢 Jr 

が重度もしくは見当識レベノレが低い Jr ADLが低い Jr在焼 E数が長い Jr自

彊能害のおそれがある Jr身体的に設弱Jr治療器具を使っている j ことを

あげている。ニれ lこ加えて阿部(1999)で辻、 F排描 Jr社交性のなさ Jr 

的Jであること、また持に家賠の緯衝があることをあげている。したが
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って、雷、知 の

とらえられてい 〉ま

東を受けるヲスクが

:伏で、はなく、過去「問題行動 j と

)を呈する高齢者は、身体拘

る。また身鉢的な自立度が低い、あ

もi奇犠であろう。近年の本邦において

れる懇激な高齢イヒ等に浮い、認知症高齢者を中

るし¥i立:

人

特に介護課i愛関連撞設のうちいわゆる介護保険一

雄設、介護者人保健撞設、介護痩養型医療擁設)のよ

うな入閣施設に長期入罪する高齢者が増加していくことが予想されている。

された介護保険制度の見直しゃ f2015年の高齢者介護」等では介

訪の取り組みが強調されているが、人口動態の晃込み上上記の状

けがたい苗があり、同時に高齢者ケアの標準に認知産高齢者のケアが

られるべきことも述べられている O

これらのことから、身体拘束の廃止に向けた取ち

はなく、常に関係者の認識を新たにするととも

及誰進を図らなければならない、という のもので、あるといえる。

4 身体掲束及びその鹿止に向け先取り組み・意識の実襲と変色

の

こうした漆刻

けた取ち

擁

体拘束について、ここ数年の身体拘束嘉止

として、身体拘束の実態やそれに対する取り組み

がしば、しぱ行われている。行われた調査は、そ

体・畏問団体等によるもの、自治体主体で都道持

もの、研究者らが独畠に行ったものの 3つに大53IJされる。

雷捧等が行った調査としては、全閣老人福祉描

よる平成 13年の f特53IJ養護老人ホームにおける行動制限に関するアン

ケート調査Jや平成 14年の「第 6冨老人ホーム基礎調査J、特別藤機者人

ホームを良くする市民の会による平成 12年及び 13年の

る実態調査、取組状況調査がある c また平成 12年の「

どによ

える会」による調査(薪居ら， 2001; 2003) のように、身体拘束探止にむ

けた研修会等に関する欝査も晃られている G その龍、介護操務担底療施設

連絡協議会、ぽけ老人を抱える家旗の会などによってもそれぞれ調査が行

われている。
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また者1)道府-県単位では、平成 13年度から 15年度にかけて、多くの 1'1ih 

体で実態調査が行われている。そのほとんどが介護保険施設を対象として

おり、特に宮城県、神奈川県、愛知県、愛媛県など、継続調査を実施して

いる場合もあり、身体拘束廃止の動向がよく分かる資料が提出されている。

また介護保険施行前後から研究者等が独自に行った調査研究としては、

精神障害者への身体拘束(抑制)に関する取り組みの中から、 IiZ 知山'l~ のあ

るl内i齢者の問題を中心に身体拘束の決定要|大|に関する検討(斉!日iら， 2001) 

が行われたり、引例研究や病院・脳 i没iれ位での取り組み報告(多田・ L:1 fJ ， 

2002 ; 2004 ;上回ら， 2002;太田ら， 2003; r;賓田ら， 2003ほか多数)が

なされているが、大きな特徴として実態調査、取組調査とともに、看護・

介諮職員等、あるいは施設管理者等への意識調査が行われていることがあ

げられる(高津， 2002;渡辺ら 2002;川上ら， 2002;吉村ら， 2002;佐

藤ら， 2003;峯本， 2003;大坂ら， 2003;星野・中野， 2004;赤松・河

野， 2004など)。さらに最近では、こうした意識調査をより深める意味で、

身体拘束を行う際に l隊員が感じるジレンマについての研究(山本・臼井，

2004) などもなされている。

これらの調査結果から、主に以下の点が判明している。

まず、介諮保険施行前後の時点での調査においては、多くの施設で、多

くの高齢者が身体拘束を受けていた。これに対して、継続的に行われた制

査を見ると、身体拘束を行っている施設の割合、及び身体拘束を受けてい

る高齢者の割合は、介護保険施行後、また「身体拘束ゼロ作戦Jの開始以

後、年々減少傾向にある。ただし、身体拘束を行っている施設の割合は未

だ高い状況にあり、また身体拘束を受けている高齢者の割合については減

少してはいるものの調査によってばらつきがあり、さらに調査対象や調査

方法も一部具なるため、全国的な動向を正確に確認するのが難しい面もあ

る。

一方、取り組みや意識に関する調査の結果からは、介護保険施行後、ま

た「身体拘束ゼロ作戦Jの開始以降身体拘束の廃止に向けた取り組みが進

展し、身体拘束に関する認識や意識も向上しつつあることが伺えるが、一

方で人員不足、廃止後の事故の危険性やその際の責任問題の不安、また経

営者、管理者、現場責任者、一般職員といった職責、あるいは職種間の認

識や意識の違いや、家族からの要望などから、必ずしも円滑に身体拘束廃

止の取り組みが展開されていない場合があることが示されている。またこ
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れ して、?身体拘束廃止

についても、必

ことが示唆されている c

5.本調査の目的

Jのような組織、マニュアルや

状況に達していない

寺、

ある

このような状況に対して、「身体拘束ゼロへの手引き jなどではそれらの

壁を乗，り越えるための擬設や事例の提示などがなされているのは援述の

とおちできうる。しかしながら、これまで介護慌険錨設営対象とした身体持

束に関する金罷的な動態調査は行われていない。これまで述べたような状

況を援みれば、介護課i演説度撞仔 5年塁となり、開制度の改主を控える本

年度において、改めて高齢者介護の現場における情報を収集分析し、今後

の展開のための資料な持ていくことが必要と yなろう。

そこで本欄預託では、開設苦みの全冨の分護保験議設(介護老人語祉施設、

介護老人保健施設、介護療養型車操施設〕の全て、身f本拘束事例の全てを

拘束の実態、廃止に向けた取り緯み及び意譲冨での実態と

fとを明らかにするための調査を行うこととする Q
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方法





1 誤査対象

成 16年 12月 l日現指において開設務みの全諮的介護保険擁殺を対象

とした c ここで介護保険施設とはいわゆる介護部険三撞設{介護者人福社

施設・分譲老人保健擁設・介護療養担医療施設)合指す。対象施設数は全

体では，366か新であ号、内訳は介護者人福主主雄設が 5，366か所、介護老人

保健施設が 3，167か所、介護療養型底捜撞設が 3，833か所である(表 l参!照)。

表1

建設数

5366 

3167 

3833 

12366 

合
一
合
一
介

，ゐ、
問

i 自答者と寵査襲の性質

本調査における調査票ほ、髄査票 Iから IVまでの 4つに分かれており、

れぞれ施設・入所者(利用者)に関する基礎靖報〈鵠査票 1)、身体持

の実態欝査{調査翼 11)、身体拘束への取組状況調査(諦査禦斑)、管

理者としての意識語査(概査票IV) という性愛を持つ。そのため欄査票 I

から班までは現場責任者、鯖査票IVについて誌麗設管理者に自答を求めた

〔表2参照J 。

者と誤査葉会性

調査票の性

I |施設・入所者(利用者)rこ関する基礎情報

立

m |身体揖業廃止への取組状現議査

N 管理者としての意識調



3.調査票の構成

本謝査における鱗査票 iま

れている。それぞれの調査

により 4つに分か

成になっている。

また調 の詳細については

のようにそれぞれに

はおおむぬ表3のような

に資料として示し

顕査票 調査票の性質 謡査襲。〉構成と主な鑓査内容

共還 器本盤強 -施設種別、問答者役職、開設年度

1施設に鶴する基礎情報

-定員数設び入所者〔手目黒者〕数

建設・入践者〈孝IJ鰐者)1こ
-看護・ブト穣職員のlli2憲状況

:欝する義礎構報
2入所者(利用者)rこ箆する器礎情報

-年齢、性別、入麗月数、饗介護室、自立襲、特殊治療、オムツの

使用、変鍛疾患

*調査期間内!こ行われた全ての身体拘束事慨について器部!こ回答

1.基礎情報

-年齢、性紫、入鰐足数、要介護授、滋立壁、特殊治療

立 身体掲東の袈態語査 2.身体拘束の行為種別
.:j::たる身体拘束及びその他の身体拘束の行為議室IJ

• 3.身体拘束の状浪
イ列外3露異IJとの模様、説明・報告状説、理由、廃止の可能性、時

自数、時間数

1 身体拘束の実態

-検討の仕組み、リスク繋涯、設弱、記縁の状認など

2.身体拘束iこ題する基本方針
-対r.t方針、手続きなど

i 3.身体拘束廃止の推進に伴う変化

鹿
身体拘束廃止への取組 ・取組年数、身体拘束・介護農の増J葉、控進{券推進)要器、介護

状j児翻驚 事故状j忠家譲からの饗鵠など

4身体拘束廃止への取継に関する辞個 ・指勉噂強状等況白状な況ど 来日I-取組現状への評価、今後の方針、講習受鱗

識・技能水準など

ら都道府撲の指導等

.*~談窓口の料用状況・効泉、都濃府県の東地
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1 身体拘束の実態

・義本方針、改善方法など

2 介護事故応対するリスクの予測・菅理等

・リスクマネジメントの状浪、介護事故状涜など

IV 菅理者としての意識調査 i
13.身体拘束の予防

具体的行為の認識、例外3膿則への評価、栂議の

など

4.身体拘束廃止推進の取紐

援投護状況、推進〈非推進)要国など

4.謹査対象期間

平成 17年2月21日(丹) '"'-' 2月27日(日)の 1

施設・入所者{奪三用者) tこ寵する基礎槽報(

聞の初出である 2jj21吾、身体持東の実態

記の 1澗簡における状況について E答を求め

1兄 班)及び管理者としての

ついての回答が必要な場

開とした。

6.手続き及び調査実施期間

;土、

対象期需とし、

ついては対象期

II )については上

。また身体拘束への取組状

(調査票N) において

の期間もしくはその初日

本調査の対象譲設立金調 12，366か所にわたるため、調 或 1

2月初却に譲査主体である認知症介護研究・研修仙台センタ

れの施設が所在する都道持果の担当三部罵に送付された O その

れぞ

府県

及び施設の状況に

メール添付により

当部局よち郵送、ファックスもしくは電子

が喜三者された。調 の は各施設よ

ち{彊那 iこ行われた。また各施設には、上述の調査対象期間(平成 17年2月2

113 '"'-' 2月27日)終了後、調査票 I及び立については事成 17年3丹 7宮、調査

票E及びNむついては平成 17年 3月22日までに翠潜するよう求めた。
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6.倫理上の配慮

dUu査の実施にあたっては、調査目的を明示した上で、その目的以外に得

られた↑111報を使用しないこと、及び個々の施設・利用者等に関する情報は

-切公表されないことが明示された。また調査の性質及び配布の隙に都道

府県を経由することなどから、木調査への回特がその後の 1"11叫・日立任咋に

)1]し1られることが-切ないことも|判示された。これらのことを椛かにする

ために、 (J.'ij市民は dJMfi:主体である認知航介護研究・研修1111tiセンターペ 11'1:

版J1i送ーすることとした。
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調査の経過と今後の展開





1 .畠~支率・箆設属性等

1 )謡査票 Z

自~文教と菌根率

:重E布数 回収数 回収率
介護老人福祉施設 5366 2773 ! 51. 7% 

介護老人保健施設 3167 1689 • 53.3% 
介護療養型臨蝶施設 3833 1600 41.7% 

無効回答 209 叫

闇収合計 12366 6271 50.7% 

有効自答 12366 6062 49刷。%

看護師長等 介護士畏等 そめ他 合計

介護憲人権祉撞設 165 (6.4%) • 881 (34.1却 1539 (59.5覧)I 2585 (100.0%) 

ゴト護者入銀標施設 900 (58β%) i 159 (10.3的 492 (31.7%) I 1551 (100.0%) 

介護諜養霊箆操箆設 1156 (76.5%) 22 (1.5%) 333 (22.0気)I 1511 (100.0%) 

合計 2221 (39盗3%) 1062 (18.8潟) 2364 (41.9鉛 I5647 (100.0%) I 

表 4

不
明
罵
無
記
入

1539 

(100β%) 

492 

(100.0%) 

333 
(100βお)

2364 

(100.0%) 

74 

(4‘8%) 

32 

(6.5%) 

128 

(5.4紛

身
体
拘
束
廃
止
侃
リ
ス
ク
管
一

7

側一

s
料

理

等

担

当

者

-

ぬ

「

札

そ
の
他
の
看
護
・
介
護
に
額
一

7

市一

8

紛一

8

制
一
日
制

連
す
る
管
理
綴

g
a一
4

位一

1

伝
一
日
低

看
護
職
員
及
、
び
そ
の
師
長
以
…

3

側
…
均
尚
一
郎
当
日
制
総

外
の
管
理
職

1

ω
…
;
け
い
一

1

対…

1

伶

施
設
長
等

表6その{也の役職の内訳

介
護
職
員
及
び
そ
の
介
議
士

長
以
外
の
管
理
職

ケ
ア
マ
ネ

i
ジ
ャ

i
及
び
そ

の
管
理
職

格
競
負
第
吋
及
び
そ
の
管
理
職

15 

165 

(10.7%) 

44 

(8.9%) 

61 

(18.3%) 

270 

(11.4%) 

831 

(54摘。%)
ト一一一一一一
101 

(20.5%) 
い

2 

(0.6%) 

934 

(39.5%) 

105 

(6.8見)

27 
(5.5お)

5 

(1.5九)

137 

(5.8気)



表 7 開設からの年数

回答数 平均値 (標準備差)

介護老人福祉施設 2772 14.9 (10.8) 

介護老人保健施設 1685 9.3 (6.4) 

介護療養型医療施設 1581 11 .2 (13.3) 

全体 6038 12.4 (10.9) 

表 8 開設年度と介護保険施行 回答数(割合)

施行前 施行後 合計

介護老人福祉施設 2190 (79.0%) 582 (21.0%) 2772 (100.0%) 

介護老人保健施設 1336 (79.3%) 349 (20.7弘) 1685 (100.0%) 

介護療養型医療施設 555 (35.1弘) 1026 (64.9%) 1581 (100.0%) 

合計 4081 (67.6弘) 1957 (32.4%) 6038 (100.0弘)
*介謹療養型医療施設は、開設年度の回答があった 1581施設のうち 813施設 (51%)が

介誼保険施行年 (2000年)と回答

【回収数と回収率】

全体の調査票回収率は、配布数 12，366件中 6.271件 (50.7%) であり、

有効回答率は 6，062件(49.0%)と約半数の施設より回答が得られた。施設種

別の回収率は、介諮老人福祉施設が配布数 5，366件中 2，773件(51.7%)、介

護老人保健施設が配布数 3，167件中 1，689件(53.3%)、介護療養型医療施設

が配布数 3，833件中 1，600件(41.7%)と介護老人保健施設からの回収率が最

も高かった(表 4参照)。

【回答者の役職】

役職に関する有効回答数は 5，647件であり、役職の割合については看護

師長等が 2，221名(39.3%)、介護士長等が 1，062名(18.8%)、その他が 2，364

名(41.9%) であり、その他の役職割合が最も多かった。

施設種別の役職割合は介護老人福祉施設の回答者 2.585名中、看護師長

等が 165名(6.4%)、介護士長等が 881名(34.1%)、その他が 1，539名(59.5%)

であり、その他の役職が半数以上と最も多かった。介護老人保健施設では

回答者 1，551名中、看護師長等が 900名(58.0%)、介護士長等が 159名

(10.3%)、その他が 492名(31.7%)であり、看護師長等の割合が半数以上と

最も多かった。介護療養型医療施設では回答者 1，511名中、看護師長等が

1，156名(76.5%)、介護士長等が 22名(1.5%)、その他が 333名(22.0%)であ
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り

役

の点める割合が 7割以上と

蓮如内の割合を詑較すると、

も多かった。

護師長等は介護療

施設において 76.5%と最も多く、介蟻老人福祉施設において 6.4%と最も少

ない。介護士長等 iこついては、介護老人揺社撞設にお iずる 34.1%が最も多

く、介機療養型医療施設での1.5弘が最も少ない。その強の投職については

介護者人福祉施設における 59.5%が最も多く、最も少ない分譲療養器医療

においても 22.0%と施設種別によらずE答者の劃合は多い綾向が見ら

れた(表 5参照)。

その{きの役職 2，364名の内訳は、看護職員及びその師長以外の管理識が

149名 (6.3%人弁護月議員及びその介護士長以外の管理職が 137名(5.8弘)、

相談員等及びその驚理騒が 934名 (39.5%にケアマネージャー及びその管

理職が 270名(1l.4%)、その銭の看護・介護に関連する管理職が 153名

(6.5%にその{患の管理職・専門騒が 429名(18.1弘)、施設長特が 145名(6.1%に

身体拘束廃止・リスク管理等担当者が 19名(0.8%)、不明・無記入が 128

名(5ι%)であった o 最も多いのが相殺

次いでその飽の管現職・専門職(18.1%)、

(11.4%)で、最も少ないのは身体拘

いでゴト

J3Uのその能の投鞍割合の

むとその管理職(39.5%)であ号、

アマネージャー及びその

・リスク管理等担当者(0.8ちも〉、次

職(5.8%)であった。

、介護老人福祉施設で

及がその管理職 831名(54.0%)が最も多く、次いでその他の管聴職・

職 167名(10.9弘)、ケアマネ←ジャ…及びその管理識 165名 (10.7%)であり、

も少ないのは身体拘東廃止・ 2スク管理等担当者 7名 (0.5%)、次いで

職員及びその師長以外の管理職 13名 (0.8弘〉であった。介護老人部健施

ではその他の管理職・専門職が 170名 (34.6%)と最も多く、次いで担

及びその管理職 101名(20陶5%)であり、最も少ないのは身体格;策磨止・

3スク管理等控当者 6名(1.2%)、次いで介護職員及びそのブト護士長以外の

管理職 27名 (5.5%)であった。介護療養型医療施設では務鰻職員及びその

部長以外の管理識が 101名(30.3%)と最も多く、次いで、その他の管理職・

専門職 92名 (27.6%)、ケアマネージャー及びその管理職 61名 (18.3%)であ

り、最も少ないのは穏談員等及びその管理騒 2名(0.6%)、次いで介護職員

及びその介護士長以外の管理職 5名(1.5%λ 身部拘束蕗ょと・ジスク管理等

担ミ当者 6名(1.8%)であった(表 6参燕)。
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【開設年数〕

時設を手数に関する有効回答数は 6，038件であり、施設の平均の開設から

の年数は 12.4年(SD10.9)であり、施設種別では分護老人語社擁設が 14.9

年(SD10‘8)、介護老人保健施設が 9.3伴侶D6.4)、ブト

11.2年(SD13.3)と、介護老人搭社擁設の平均顎設年数が最も

人保健j臨般の開設からの年数が最も短い(褒?参照)。

【開設年度と介議保険籍存]

結設が

く、介護者

開設年度と介護部i換撞行年度との関 する設問への有議 f~土

6，038 l'牛であっ 度が介護保険施行前の施設は 4，081件(67.6%)，

分譲探検)j主行後の は 1，957件(32.4%)と 7観認の蒐設が介

jj鷲羽詰に開設されている。

施設種別の開般年度は、介護老人福祉撞設では 2，772 件中 2，190件

(79.0%)、介護老人探健路設でほ 1，685件中 1，336持(79.3%)が介誰保険脳

行前に開設されており、介護療養聖医療撞設では 1，581 件中 1，026件

(64.9%)が介護保険議行設に開設されている(表 8議会照)。
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2)調査票 E

回収数と回収率

配搾数 詔~支数 詔~文率
介護老人福祉施設 5366 2551 47.5発:

介護老人保髄施設 3167 1586 50.1 % i 

介護療養型臨療施設 3833 1484 38.7% i 

:無効回答計 402 

:田統合 12366 6023 

:有効自答 12366 5621 45‘5% 

-_.-."一 ---~一一---一一『

署護部長等 介護士長等 その紬 合計

分譲老人権益擁設 186 (7.4%) 989 (39.5%) 1327 (53司0%) 2502 (100β発)I 

分譲老人保護蕗設 909 (58.4九) 232 (14.9%) 415 (26.7%) 1556 (100β%) i 

介護療養器箆療建設 1099 (75.4%) 25 (1.7%) 333 (22.9%) 1457 (100.0%) I 

合計 2194 (39.8%) 1246 (22.6%) 2075 (37雄6%) 5515 (100β%) 

表 9
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表 12 開設からの年数

回答数 平均値 (標準備差)

介護老人福祉施設 2542 15.0 (11.1) 

介護老人保健施設 1576 9.5 (7.3) 

介護療養型医療施設 1460 12.0 ( 14.4) 

全体 5578 12.6 (11.4) 

表 13 開設年度と介護保険施行 回答数(割合)

施行前 施行後 合計

介護老人福祉施設 2011 (79.1%) 531 (20.9%) 2542 (100.0%) 

介護老人保健施設 1246 (79.1%) 330 (20.9九) 1576 (100.0%) 

介護療養型医療施設 543 (37.2%) 917 (62.8%) 1460 (100.0%) 

合計 3800 (68.1%) 1778 (31.9%) 5578 (100.0%) 

*介護療養型医療施設は、開設年度の回答があった 1460施設のうち 725施設 (50%)が

介謹保険施行年 (2000年)と回答

【回収率】

全体の調査票回収率は、配布数 12，366件中 6，023件 (48.7%) であり、

施設種別及び身体拘束の実施の有無・主たる身体拘束の行為種別が判明し

た有効回答率は 5，621件 (45.5%)と約半数の施設より回答が得られた。施設

種別の回収率は、介護老人福祉施設が配布数 5，366件中 2，551件(47.5%)、

介護老人保健施設が配布数 3，167件中 1，586件(50.1%)、介護療養型医療施

設が配布数 3，833件中 1，484件 (38.7%)と介護老人保健施設からの回収率が

最も高かった(表 9参照)。

【回答者の役職】

回答者の役職に関する有効回答数は 5，515件であり、役職の割合につい

ては看護師長等が 2，194名 (39.8%)、介護士長等が 1，246名 (22.6%)、その

他が 2，075名 (37.6%) と、看護師長等の役職割合が最も多かった。

施設種別の役職割合は介護老人福祉施設の回答者 2，502名中、看護師長

等が 186名 (7.4%)、介護士長等が 989名 (39.5%)、その他が 1，327名 (53.0%)

であり、その他の役職が半数以上で最も多かった。介護老人保健施設では

回答者 1，556名中、看護師長等が 909名 (58.4%)、介護士長等が 232名

(14.9%)、その他が 415名 (26.7%)であり、看護師長等の割合が半数以上で

最も多かった。介護療養型医療施設では回答者 1，457名中、看護師長等が
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1，099名(7ι4%)、介護士長等が 25名(1.7誌にその龍が 333名 (22.9%)であ

り、看護縮長等の点める富合が 7警告j以上と最も多かった。

役職53IJ~こ癒設種別内の割合を比較すると、審議師長等は介護察養翠

施設において 75.4%と最も多く、介機老人福祉議設において 7.4%と最も

ない。介護士仕長等について辻、ブト護者人語社施設における 39.5%が最も

く、グト護撲義型竪寮蒐設での1.7%が最も少ない。その他の役職について

介護老人福祉施設における 53.0%が最も多く、最も少ない介護諜養聖医

においても 22.9%と施設種5311によらず自答者の欝合は多い般向が見ら

れた(表 10券照〉。

の告の役職 2，075名中の内訳は、者鵠職員及びその師長以外の管理騒

が 209名 (10.1%)、介護職員及びその介護t長以外の管理職が 200名(9.6%に

相談員等及びその管理職が 785名 (37.8%上ケアマネージャー及ぴその管

理織が 329名<15.9%にその龍の著護・介護に関連する管理職が 135名

(6.5%)、その色の管理職・専門職が 211名<10.2%)、施設長等が 7工名 (3.4弘〉、

身体拘束廃止・リスク管理等拙当者が 30名<1.4%)、不明・無記入が 105

名 (5.1%)であった。最も多いのが相談員等及びその管理職(37.8%)であり、

次いでケアマネージャ…及びその管理職(15.9%)で、最も少ないのは身体持

東廃止・ Pスク管理議事祖当者(1.4 %)、次いで鑑設長等(3‘4ちも〉であっ~。

施設種別のその植の役職富合の娯拘辻、分護者人撞社擁設では相談員等

及びその管理職 705 (53.1 %)が最も多く、次いでケアマネージャー及び

の管理職 195名(14.7%)、介護職員及びその介護士長以外の管理職 147

名(11.1%)であり、最も少ないのは身体拘束廃止・ジスク管理等技当者 9

(0.7%)、次いで介護職員及びその部長以外の管理職 15名(1.1%)であっ

介護老人保韓議設では蕃護職員及びその師長以外の管理職が 81名(19.5%)

と最も多く、次いで相談員等及びその管理職が 71名(17.1%)であり、最も

少ないのは施設長等が 9名(2.2%)、次いで身非拘束擦ょと.9スク管理等

当者 14名(3.4%)であった怒介護療養型隈痩誼設では看護職員及びその師

以外の管理識が 113名 (33.9%)と最も多く、次いでケアマネージャー及

びその管理職 78名 (23.4%)であり、最も少ないのは合譲鞍員及がその介護

士長以外の管理職 7名(2.1%)と、身体拘束護ょと・ジスク管理等担当者 7名

(2.1 %)でるった〈畿日参照〉。
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[路設年数1

ut-J設年数に関する有効出客数は 5，578件であり、焔設の平均の開設から
の年数は 12.6年 (SD11.りであり、議設種別では介護者人福祉施設が 15.0

(SD11.1)、介護老人保儲施設が 9.5年(SD7.的、分譲察養型誌療撞設が

12.0年 (SD14.4)と、介護老人福祉描設の平均開設年数が最も長く、分譲

人保健堀設の開設からの年数が最も鋭い(表 12参賠)。

【関設部設と介護保験施行]

開設停震と分譲諜i倹続行年j支との関連に関する設問への有勃自客数

5，578件であった G 関設年震が介護保険趨行前の施設は 3，800件(68.1%に

介護保険縮行後の開設施設は 1778件(31.9%)であり、 7割鵠の施設が介

課段諸行前に開設されている。

指設謹 ~IJ の開設年護法、介護老人福祉脇設では 2 ， 542 件中 2 ， 011 件

(79.1%)、介護老人保健擁設では 1，576件中 1，246件(79.1%)が介護保険施

持前に開設されており、介識療幾型医疲描設では1.460件中 917件(62.8%)

が介護保験施行後に開設されている(表 13拳照)。
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3)調査票E

表 14 回収数と回収率

配布数 回収数 回収半

介護老人福祉施設 5366 2652 49.4% 

介護老人保健施設 3167 1626 51.3% 

介護療養型医療施設 3833 1536 40.1 % 
無効回答 298 
回収合計 12366 6112 49.4% 
有効回答 12366 5814 47.0% 

表 15回答者の役職 人数(割合)

看護師長等 介護士長等 その他 合計

介護老人福祉施設 204 (8.0%) 1087 (42.6弘) 1261 (49.4%) 2552 (100.0%) 

介護老人保健施設 959 (61.2%) 255 (16.3弘) 352 (22.5弘) 1566 (100.0%) 

介護療養型医療施設 1147 (77.6%) 23 (1.6弘) 309 (20.9弘) 1479 (100.0%) 

合計 2310 (41.3%) 1365 (24.4弘) 1922 (34.3%) 5597 (100.0%) 

表 16その他の役職の内訳

理暗E Z マ
事聴菅理る 他看護Z の 霊等 理等担者当 身体問東廃

不明

銀記入
ネユヤ、ノ@ 計4E』Z 

止

の師長昆i の介護士

介

専職門

1) 

及そび
護 ス

聞 tク国t雪

介護老人 23 128 675 184 71 67 31 11 71 1261 

福祉施設 (1.8九) (10.2%) (53.5目) (14.6%) (5.6%) (5.3%) (2.5九) (0.9%) (5.6%) (100.0%) 

介護老人 64 58 59 39 55 31 8 17 21 352 

保健施設 (18.2%) (16.5%) (16.8目) (11.1%) (15.6目) (8.8切) (2.3%) (4.8%) (6.0%) (100.0%) 

介護療養型 106 6 70 29 45 17 11 24 309 

医療施設 (34.3%) (1.9%) (0.3九) (22.7%) (9.4%) (14.6見) (5.5%) (3.6%) (7.8%) (100.0%) 

合計
193 192 735 293 155 143 56 39 116 1922 

(10.0%) (10.0%) (38.2首) (15.2%) (8.1 %) (7.4%) (2.9%) (2.0%) (6.0%) (100.0%) 

、々d司
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表 17 開設からの年数
回答数 平均値 (標準備差)

介護老人福祉施設 2630 14.82 (10.61) 

介護老人保健施設 1602 9.17 (6.21 ) 

介護療養型医療施設 1485 11.03 (13.24) 

全体 5717 12.25 (10.69) 

表 18 開設年度と介護保険施行 回答数(割合)

施行前 施行後 合計

介護老人福祉施設 2073 (78.8九) 557 (21.2%) 2630 (100.0九)

介護老人保健施設 1267 (79.1%) 335 (20.9%) 1602 (100.0九)

介護療養型医療施設 522 (35.2%) 963 (64.8%) 1485 (100.0%) 

合計 3862 (67.6%) 1855 (32.4%) 5717 (100.0切)
*介誕療養型医療施設は、開設年度の回答があった 1485施設のうち 758施設 (51目)が

介謹保険施行年 (2000年)と回答

【回収数と回収率】

全体の調査票回収率は、配布数 12，366件中 6，112件 (49.4%)であり、

有効回答率は 5，814件(47.0%)と約半数の施設より回答が得られた。 J庖設種

別の回収率は、介諮老人福祉施設が配布数 5，366件中 2，652件(49.4%)、介

護老人保健施設が配布数 3，167件中 1，626件(51.3%)、介護療養型医療施設

が配布数 3，833件中 1，536件(40.1%)と介護老人保健施設からの回収率が最

も高かった(表 14参照)。

【回答者の役職】

役職に関する有効回答数は 5.597件であり、役職の割合については看護

師長等が 2，310名(41.3%)、介護士長等が 1，365名(24.4%)、その他が 1，922

名(34.3%)と、看護師長等の役職割合が回答者中 4割以上を占めており最も

多かった。

施設種別の役職割合は介護老人福祉施設の回答者 2，552名中、看護師長

等が 204名(8.0%)、介護士長等が 1，087名(42.6%)、その他が 1，261名(49.4%)

であり、その他の役職が半数近くで最も多かった。介護老人保健施設では

回答者 1，566名中、看護師長等が 959名(61.2%)、介護士長等が 255名

(16.3%にその他が 352名(22.5%)であり、看護師長等の割合が半数以上と

最も多かった。介護療養型医療施設では回答者 1，479名中、看護師長等が

n斗
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1，147名(77.6%上介護士長等が 23名(1.6%)、その怖が 309名(20.9%)であ

り、看護師長轄の占める寵合が 8劃近くであ号、最も多かっ

役職射に擁投機Jjlj内の富合を比較すると、審議師長等は介鵠療養型医療

施設において 77.6%と最も多く、弁護老人撞社鰭設むおいて 8.0%と最も少

なかった。介護士長等について辻、ブト護老人議社主義設における 42.6%が最

もさ多く、介諜療養型医療施設での1.6%が最も少なかった。その告の役職に

ついては介護老人福祉施設における 49.4%が最も多く、最も少ない介護療

擁設においても 20.9%と描設種別によらず自答者の割合は多い領

が晃られた(表 15参照)。

そのf告の役職 1，922名中の内

が 193名(10.0%)、介護職員及び

(10.0弘〉、極談員等及びその

び、その管理騒が 293名(15.2%)、

職員及びその師長以外の管理職

の介 以外の管理識が 192

が 735名(38.2%)、ケアマネージャー及

の他の看護・介護に関連する管理職が

155名(8.1%にその誌の管理職・専門職が 143名(7.4%)、施設長等が 56

名(2.9%に身体持東蕗止・立スク管理等担当者が 39名 (2.0%)、不明・

入が 116名(6.0%)であった。最も多いのが相霊長員及びその管理職(38.2%)

であり、次いで、その弛のケアマネージャー及びその管理職(15.2%に響機職

及びその師長以外の管理職00.0%に介護職員及びその介護士長以外の

理職(10.0%)で、最も少ないの辻身非拘束窪ょと・ヲスク管理等捕さ援者(2.0%に

次いで (2.9%)であった。

の他の役職割合の傾向は、介護老人議祉施設で泣楊談員等

職 675名(53.5%)が最も多く、次いでケアマネージャー及び

の管理職 184名 (14.6%)、介護職員及びその介機士長以外の管理議 128

00.2%)であり、最も少ないのは身体拘束廃止・リスク管理等翠当者 11

名(0.9弘〉、次いで分護職員及びその部長以外の管現職 23名0.8%)であった c

介護老人集韓撞設では看護職員及びその姉長以外の管現職が 64名 08.2%)

と最も多く、次いで相談員及びその管理職 59名(16.8%)であり、最も少な

いのは施設長等 8名(2.3%)、次いで

名(4.8%)であった。介護療

-リスク管理等担当者 17

職員及びその師長以外の

管理職が 106名(34.3%)と最も多く、次いでケアマネージャー及びその管

理職 70名(22.7%にその飽の管護職及び響時職 45名(14.6弘)であり、最も

少ないのは相談員等及びその管璃職 1名(0.3%上次いで介護職員及びその

分護士長以外の管理職 6名(1.9%)、身棒拘束廃止・ヲスク菅珪等担当者 11

ζ
J
 

勺
ん



名(3.6%)であった〈表 16参照〉。

[鰐設ま手数〕

開設年数に関する有効回答数は 5，717件であり、全擁設の平均の開設か

らの年数は 12.25年(SD10.69)であり、主義設種別では介護老人揺社}jI!I設が

14.82年 (SD10.61)、介護老人課機騒設が 9.17年(SD6.21)、介誠賊義明

|宝探施設が 11.0 3 "r::( S D 1 3 . 24)と、分譲 J芸人福祉趨設の平均|剤投イ1-'散が M
も長く、介議~・人保能強設の IJ詩，ì~ からのイ1'. 数が最も免i かかった(決 17 参

判官)。

{罷設年度と介灘保険施行]

開設年度と介機保険施行年度との関連は関する設関への害効盟苓数は

5，717件であった。開設年度が介護保険埠行爵の施設辻 3，862件(67.6%に

介能保険施行後の開設擁設辻 1，855件(32.4弘〉と 7割弱の施設が介機保険

j血行前に開設されてい 1'-0 

縮設題l.¥IJの関設年度は、介護老人福祉箱投では 2，630件中 2，073件

(78.8%)、分護老人保締結設では 1，602件中 1，267件 (79.1%)が介護様険路

前に開設されており、介鍛療養型医療施設では 1，485件中 963件(64.8%)

が分議謀険騎行後に開設されていた(表 18参照)。
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制調査票野

自収数と回収率

間収数

5366 2538 i 

3167 1592 i 50.3% i 

3833 I 1502 39.2% I 

391 

12366 6023 • 48.7% 

12366 5632 45.5弘

20 固

の
介護老人権祉諮 120 (5.0切) 444 (18.5%) 1833 (76.5%) 2397 (100.0引

介護老人保嬢施 743 (49.0弘) 102 (6.7%) 670 (44.2%) 1515 (100.0%) • 

介護療養型底 施設 902 (63.7%) 7 (0.5%) 506 (35.8%) 1415 (100.0%) 

合計 1765 (33.1 %) I 553 (10.4%) 3009 (56.5%) 15327 (100.0%) 

表 21 そのf患の設職の内訳

職害理予マ
議を酬 そ

事担者当 廃Z 拘束止
不明

の他

記然入
ネジヤ の看護

言，Za十3 恥

介

蟻専門
及びそ

護 ス

覆
管ク

介護老人 5 48 473 76 65 247 835 3 81 1833 

;福祉鰻設 (0.3覧〉 (2.6お〉 (25.8%) ! (4.1%) (3.5%) (13.5覧〉 (45.6粉 (0.2覧〉 (4.4紡 (100.0覧)

介護潜入 36 13 54 23 49 I 214 250 ヰ 27 670 

保健施設 (5.4話〉 (1.9話〉 (8.1発〉 (3.4紛 (7.3%) (31.9弘) (37.3弘) (0.6幼 (4.0%) (100.0幼

介諜蝶養型 115 2 G 33 18 124 164 

罷操施設 (22.7見) (0.4弘) (0.0紛 (6.5覧〉 (3.6詫〉 (24.5紛 (32.4覧〉 (0.6紛 (9.3%) ! (100.0%) 

156 63 527 132 132 585 i 1249 

(5.2%) (2.1 %) (17.5目) (4.4紛 (4‘4%) (19.4弘) (41.5覧} 〈な3覧) I (5.2%) I (100.0弘)
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数

回答数 平均趨 〈様準偏差)

14.7 (10.5) 

9.2 (5.9) 

11“3 (13.6) 

12.2 (10.7) 

表 23 開設年度と介護課検範行 回答数(割合)

i 施行前 | 施行後 | 合計
介護老人襟社撞設 I 1988 (79.0%) I 528 (21.0%) I2516 

介護老人課健施設 I 1236 (78.7%) I 335 (21.3的 i

介護費義製設を煉施設キ 531 (36.3%) I 930 (63.7的

合計 3755 (67.7引 I 1793 (32.3%) I 5548 (100.0弘)
*介説療養型慌療臨設は、開設苦手渡の愚答があった 1461施設のうち 731施設 (50%)が介
髄保険施行年 (2000年)と岳答

{部級車〕

体の調査票間収率は、記あ数 12，366詐中 6，023件 (48.7%) であり、

脊効限答率は 5，632ftt (45.5%)と約半数の施設より回答が得られた。迩設

531]の回収塁手 i士、分諮者人福祉施設が配布数 5，366件中 2，538件 (47.3%に 介

護老人保健施設が配布数 3，167件取 1，592件 (50.3%)、分譲療養型底掠施設

が配布数 3，833件中 1，502件 (39.2号令〉と介護老人保憾施設からの間収率が最

も高かった(表 19参銭入

[!ID答者の役職}

役職に関する有効回答数は 5，327件で島号、役職の について 音量

師長等が 1，765名 (33.1ちも)、介護士長等が 553名 (10.4%)、その{也が丸009

名 (56.5弘〉と、その住の役職割合が回答者中半数以上安占めており最も多

かった。

施設種別の役職割合は介 人福社擁設の田容者 2，397名中、看識師

が 120名 (5.0弘L介護士長等が 444名 (18.5%にその他が 1，833名 (76.5%)

であり、 7額以上がその{也の役職で最も多かった。介護者人保鰭撞設で

1，515名中、看護師長特が 743名 (49.0%)、介護士長等が 102名

(6.7%)、その他が 670名 (44.2鵠)であり、審議部長等の割合が約半数と

も多かった。介護警護義型医壕擁設では自答者 1，415名中、看護師長等が 902
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名 (63.7%)、介護士長等が 7名 (0.5%)、その他が 506名 (35.8%)であり、看

護部長等のおめる裂含が 6割以上と最も多かった。

役職5，FJに議殻識別内の割合を比較すると、審議師長等は介護療養護霊痩

撞設において 63.7%と最も多く、介諜老人福祉擁設において 5.0%と最も少

ない。介護士長等については、介護老人機社擁設における 18.5弘が最も多

く、介護療養型偲療施設での 0.5%が最も少ない。そめ他の役職については

介護老人福祉施設における 76.5.%が最も多く、最も少ない介護療

施設においても 35.8%と擁設種別によらず問答者の割合は多い慨向が見ら

れた(表 20参照、人

のイ誌の役職 3ヲ009

が 156名(5.2%)、ブト

の内訳は、看護職員及びその部長以外の

びその介護士長以外の管理職が 63名 (2.1%に

長びその管理職が 527名 (17.5%)、ケアマネージャー及びその

132名 (4.4%)、その伯の藩護ー介護に関連する管理職が 132名 (4.4%)、

職・専門織が 585名(19.4ちも〉、建設長等が L 2494'S(41.5%)、

身体拘束擁止・リスク管理等控義者が 10名(0.3%)、不明・無記入が 155

名(5.2%)であった c 最も多いのが雄投長(41.5%)であり、次いでその他の管

理職・専門職(19.4ちも〉、相談員等及びその管理職(17.5%)で、最も少ないの

立身{本需主主廃止.vスク管理等担当者(0.3%)、次いで分譲犠薬及びその介
護士長以外の管理職(2.1%)であっ

撞設種別のその他の役職割合の懐l均は、介護老人語社撞設では擁設長等

835名 (45.6%)が最も多く、次いで持談員等及びその管理職 473名(25.8%)、

その他の管理職務噂門職 247名(13.5%)であり、最も少ないのは身体挽荒

廃止・リスク管理等担筆者 3名 (0.2%に次いで、介護職員及びその部長以外

の管理職 5名 (0.3%)であった G 介護老人保健施設では撞設長等が 250

(37.3%)と最も多く、次いでその他の管理職・専門職 214名 (31.9%)であ号、

もタ会いのは身体拘束脇止・リスク管理等担当者 4名 (0.6%)、次いで、介

及びその介護士長以外の管理職 13名(1.9%)であった。介護療

では施設長等が 164名(32.4%)と最も多く、次いでその他の

職・噂門職 124名 (24.5弘)、審護議員及びその師長以外の管理職 115

(22.7%)であ号、最も少ないのは梧談員等及びその

で介護職員及びその介護士長以外の管理職 2名 (0.4%)、

スク菅親等技話者 3名 (0.6%)であった(表 21参無)。
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[開設年数】

開設字数に寵する有効回答数は 5，548件であり、議設の辛均の開設から

の年数は 12.2年(SD10.7)であり、施設織活IJでは介護老人語社撞設が 14.7

'0/ (SD10.5)、弁護者人保健施設が 9.2年(SD5.9)、介護療養型霞療嬢設が

11.3年 (SD13.6)と、弁護者人格祉施設の平均開設年数が最も長く、丹、

人保健描設の開設年教が最も緩い(表 22参照)。

【開設年度と介綾保険施行]

開設年度と介誠保険擁行革遣との関連に関する設問への有効回答数

5，548件であった O 開設年度が介護{呆i表撞行前の諸設は 3，755仲 (67.7%)、

介護保険路行後の開設施設は 1，973件(32.3%)と 7割鰐の描設が介機保険

諸行前に開設されている。

)j議設議活IJの開設年度は、介護老人福社結設では 2，516件中 1，988件

付9.0混入介護老人保健施設では 1，571件中 1，236件付与7九)が介護保険施

行前に興設されており、介護療養型|張療施設では 1，4611'宇中 930件 (63.7弘)

が分譲課検譲仔後に開設されている(表 23参照)。
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2.分析方法の検討

では、震査棄が Iから Nまでの 4

は回答者も〉が異なるため、

に分かれており、それぞ、れ

法の検討、及び調査票をまたmつ

のそれぞれについての分析

析方法の検討を行つ

1 )誤査票 1(施設・入所者の器礎槽報〉について

査葉 Iは、調査対象となった施設及び入所者〈科 する基礎

報を爵くものであった。そのため本調査票については、その地の全ての

調査察の基礎f警報として、各項目について整理することとする G また前項

の回答率かち、必ずしも悉皆調査とはいえないため、公器されている最薪

(平成 15年度)の?分譲サーピス施設・事業所鯛査結果J(車生労働省大

臣官房統計情報部， 2004) の鑑等との地較を行い、

ないか検討する。

査の対象に穣りが

2)調査築設(身体拘束の実襲龍葺)について

肢は、調査期間内に行われた

ものである c したがってここで

会身体拘束を行った英人

問、多被持東者の

ての身体持束事例について

被拾東者の特設等を把

と日数・時間帯及び

体拘束の行為種別と

求め

め円、

との関様、舎主たる身体

体拘束が宥われている

では、身体拘束を行っている

の実施状況について分 フ。ぴ〉

ついては、これまで行われてき

に点める割合が指標とされる

こことも多かった。 しかし身体拘東をど行っている撞設の割合を前面に出すこ

とについては、当該の施設の中で 1人でも身露詫東が宥われていれば「身

体拘束を行っている摘設J とされるため、拘束第止に輿けた取り組みが反

映されにくい(本開， 2001)との指摘がある c 関様iこ身f本拘束捷止に積極

的;こ取り経んでいる擁設でさえ、身体拘束を完全になくすことが罷難と感

じているとの欝査結果もある(星野・中尾， 2004)。したがってここでは、

調査期間(1 )あたりの廷べ率など、実情をよく 標について竣

討の上分析を行うこととする。また上記舎については、ここでの結果を調

査票 Iで得られた対象撞設全捧の結果と地較することで、被拘束者の特徴

を暁らかにする α

噌

E
A今、4



3)調査票E

説査 ~W III I土、身体持束の鹿 11:に i向けた取り組みの状況について開くも

のである。したがってここでは、調査票の構成どおり、まずs身体拘束
の完態について、 φ身体拘束に関する基本方針、金身体拘束廃止の推

にnう変化について、@身f本拘束廃止への取組に関する評制iについ
@都道府県の指導等について、という観点からそれぞ、れのよ瓦判の結*

世J'Ilしていくのまた 1--記。~⑤において、身体拘東の廃止に特に寄

ると思Lわれるものを'1'心に、取り組みの'J[脳状況の遣いによって、謂伝

票百で持られた身体拘束の実施状担が異なるか否かについても検討し

ていく。

4)調査票w
調査票Wでは、これのみ焔紋管理者を図 に指定し、 者に )<'Jす

る意識調査を中心とした質

摘成どおり、まず①身体拘束の

クの予測・管理など、③身{本拘

行った。したがってここでは、翻査票の

惑について、窃介護事故に対するリス

の予防について、④身体拘束蕗止推進

の取組について、という観点からそれぞれの喰問の結果を整理していく。

また上記①~④において、身体拘束の廃止に特に若手年すると思われるも

のやや心に、取り組みの実施状況や管理者の意識の違いによって、調査

日で得られた身体拘束の実誰状説が異なるか省かについても検討し

ていく G

勺
ん勾、w



3.今後の襲爵

本年変実撞し?と諒査に基づき、次

寵していくことを計画している O

(平成 17 〉辻以下のように

1 )欝査結架の分析

で示したように、本調査によって持られ

る C

分新する。またそ

れ

2)身体拘束腐止のためのガイドライン等の作成と普及

ここで 、ま の分析を藷まえて今後の親 を らかに る。そ

れ もと く を求めて、身捧拘束廃止に向け り より推

進させるための イドラインや、介護現場で実際に 用する めの y ッ

クレット の い、許せてその普及を行う。

3)葺体拘束ゼロを自指したシンポジウム等の開催

上記のガイドライン・ブックレット等の作成と同時に、議社・塁嬢

イ系者、ー設計畏等を対象とし

開催し、広く普及・啓発活

体拘 止に向けたシンポジウム等を

つ。

今、ω
内
角
zw
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資料

(調査票および回答用紙)





【現場責任者用】

身体拘束状況調査票 I

記入者は、看護・介護現場において責任を担っている方にお願いします。

(r回答用紙」の該当する箇所に必要事項を記載してください。回答が不明な場合は空欄で結構です。)

O 事業所番号

O 施設種別

O 役職名

O 開設年度

【施設に関する基礎情報】

問1 定員数(平成17年2月21日現在)

間2 入所者(利用者)数(平成17年2月21日現在)

※空床利用の短期入所生活介護または短期入所療養介護を含む。

問3 看護・介護職員体制についてご記入下さい。(平成17年2月21日現在〉

(1 )看護職員数(常勤換算)

(2)介護職員数(常勤換算)

(3)夜間における看護・介護職員ごとの夜勤者配置状況

①夜間帯看護職員配置人員数

②夜間帯介護職員配置人員数

(4)夜間勤務時間帯

(5)人員配置に関する特別な工夫の有無及び内容

【入所者(利用者)に関する基礎情報】

問4 入所者(利用者)の状況(平成17年2月21日現在)

(1 )平均年齢

(2)男女別人数

(3)平均入居月数

(4)要介護度別人数

(自立、要支援、要介護1、要介護2、要介護3、要介護4、要介護5)

(5)認知症高齢者の日常生活自立度別人数

(自立、ランク I、ランクE、ランクilla、ランクillb、ランク町、ランクM)

(6)障害老人の日常生活自立度(寝たきり度)別人数

(自立、ランクJ、ランクA、ランクB、ランクC)

(7)特殊治療を行っている人数

(0:なし、 1:点滴、 2:経管栄養(経鼻)、 3:経管栄養(経胃ろう)、 4:経管栄養(その他)、 5:中

心静脈栄養、 6:気管切開、 7:その他)

(8)オムツ使用者数

(1 :昼間は不要だが夜間は必要な者、 2:昼夜をとわず必要な者)

(9)皮膚疾患者数(施設において治療中、又は治療のため通院中の者)





身体拘束状況調査票 Iの記入要額

1 事業所番号

介護保険事業者として指定者受け、

ください。

2 施設に関する基礎調査

( 1 )看護・介護職員数

された介護保険事業所番号を記入して

有給 z無休を問わず2月21日現在に施設に在籍する職員数を職種別に計上

してください。

職員数には、 2月21日の新規採用者及び体蝦中の者(叢欝・産後休憩を含

む。〉、欠勤者、背児休業の代替職員は含みますが、 2丹21自!こ退議した者

及びf本韓瓢掠業中(欝兜休業‘介護休業)の者は含みません。

[哲tl】職員数に含む者と合まない者

O 職員数iニ舎む者:薪規採用者、休暇中の者(臆前剛産後休暇を含む)、
欠勤者、青児休業の代替職員、派遣職員、出向職員

O 職員数に含まない者:逗織した者、株暇 a休業中(育克休業費介護休
業)の者、業務鵠負の労識者、ボランティア

(2) 常勤者

擁設が定めた常勤の従事者が勤務すべを時間数(以下 f施設の勤務時間数j

というJ の全てを勤務している者をいいます。(施設の勤務時間数の全てを
勤務しているパートタイマーは、こここに禽みます。)

(3 )噂説
施設内の地の職務及び静設擁設第事業所等の他の職務l二艇事しない者をいい

ます。ただし、空床手IJ用の矩期入部生活ブト護または短期入所探議介機と兼務し

ている場合は、専従として計上してください。

(4)兼務

建設内の捜数の職務に従事する者または、静設施設・事業所等にも従事する

者で、設事する棲数の職務見Ijに従事者数と換算数を計上してください。

(5 )葬常勤

常勤者以外の議事者〈告の詫設・事業所等にも勤務するなど収入及び時間的

拘束の伴う仕事を持っている者、短時間のパートタイマ一等)をいいます。

議繍介護職員数と換算数を計上してください。

( 6)換算数

r常軌者の兼務J、「非常勤者」について、その職務に従事した 1週間の勤



務時間後施設の通常の 1遇間の勤務詩関でi捺した数憶を、小数点以下第2位を
四捨五入し、小数点以下第 1{立まで計上してください。

ただし、 1組関に勤務すべき詩頭数が32時間来満となる施設の場合は、換

算する分母は32時艶としてください。

縛られた数憧がO. 1 Iこ満たない場合は rO. 1 Jと計上してください。

{換算数の計算式〕

職員の 1週間の勤務時間

施設が定めている 1週間の勤務時間

※ 1か月に数回の勤務である場合

職員の 1か丹の勤務時需

[ (施設が定めている 1理問の勤務詩需) x 4 (週日

〔従事者数の計算概]

1潤聞の勤務時間を40時間と定めている擁設の場合

(例 1)介護職員 3人について、 1人は介護保険瓶投!こ専従、 2人は他の事

業F去の分譲職員を兼務している場合

O 専従の介護職員 1人については、換算数はt必要はありません。介
議議員の f専従jの欄に計上してください。

O 濃務をしている 2人について、 2人とも 1j盟関のうち介護課段詫
設に32時鶴、{也の事業所に8時間、勤務した場合

介議保険施設の介護職員 (32時間x2人〉

64時間-;-4 0詩関口 1. 6人

(例2)非常勤介護職員2人立ついて、遺28(各83時間)勤務の非常勤

介護職員が 1人と、週3日{各85詩謂〉勤務の非常勤介護職員が1

人いる場合

[( 3時龍X2日x1人〉十 (5時間X3日x1人)] -;- 40時間

=0.525→ O. 5入

〈偶 3)看護部3人が、介護課験施設の入所帯と、併殺している短期入所生

活分譲事業所〈空床利用を除く)の入所者に対して一体的に看護業務

を行っている場合

f常勤者の兼務Jについて、併設施設脈事業開と薬務を一体的iこ行

っていることから、勤務時間による換算数が困難な場合は、孝IJ用者数

により按分して換算数を計上してください。

2-



介護保験麗設の朝用者数

娃期入務量活介護事業所の利用者数

80人「
|計 100人

20人 J

〈分譲保投能設の看護師)

80人 100人 =0. 8人

O. 8 x 3人口 2. 4人

〔記入O!JJ

間3 I (1)看護職員数(常勤換算)
常勤者 非常艶者

専従 葉務

換算数 換算数

3 之、ヰ

的3

(2 )介護職員数〈堂勤換算)

堂勤者

専誕 i 兼務
非常勤者

数一
/
O

算一換一

f 2 z 
、戸

ノ

f月f 開Z

3 入所者〈利用者)に関する基備情報

2月21日現在の入所有(利用者)の状況を記入してください。

( 1 )平均年齢

小数点以下第2位を四捨五入し、小数点J;.l下第 1位まで計上してください。

(2 )平均入居月数

小数点以下第 1位を四捨五入した月数を記入してください。

( 3 )認知疲高齢者のE常生活自立農民人数

「痴呆性老人の日常生活自立震暫定基準Jの活用について(平成5年 10月

26自者鍵第 135号〉により計上してください。

(4 )陣藩老人の詰常生活自立度〈覆たきり度)別人数

「障害者人の器常生活自立度〔覆たきり度)判定基準j の活用立ついて〈手

成3奪 11F.l18日義鍵第 102-2号)により計上してください。

内
奇
d





身体拘束状涜調査票 I (自答用紙)

都瀧府蟻コード

|施設種別 1 介鰻老人椙祉撞設 2:介護者人様健施設 3:介護療養型陛療施設 i

役職名

:開設年度

1 精諜師長等

S H 

2:介護士長等

[施設に関する基礎構報]

問1 人

開3 ( 1 )看護職員数(常勤換算)

常勤者

専従 兼務

換算数

(2)介護職議数(常勤換算)

| 常勤者
! 噂従 l 兼務

換算数

」

(出張勤者菌E置状況。夜間帯看護職員配龍人員数
② 夜間帯介護職員岡龍人員数

(4)夜間勤務時間帯 時

-1一

3:その他〈

)年度

非常勤者

誤算数

非常覇者

人

分 時 分

(裏冨に続く)



(5)持到な工夫の有無 (有 ・ 無

特別な工夫の内容

[入請者{科摺者)に関する基礎構報】

間4 I (1)平均年齢 義

(2)嬰女別人数 男性 人女性 人

(3 )平均入居月数

(4)要介鵠喪知人数

自立: 護支援:

要介護1 要介諜2: 人

要介競3: 人 要介護4:

要介護5:

( 5)認知痘高齢者の日常生活自説度完Ij人数

自立: 人 ランク 1

ランク II: 人 ランク箆 a

ランクillb: 人 ランクIV:

ランクM:

(6 )障害者人の日常生活自立度(模たきり度)別人数

自立: 人 ランク J:

うンク A:

うンク C:

( 7 )特殊治痴を行っている人数

0: 人 1

3: 入 4:

6: 人 7:

(8 )オムツ使用者数 1 

〔怠)皮震疾患者数 人

2 

ランク B:

2: 

2: 

5: 人



身体拘束状況調査票Eの記入要領

1 記入者は、看護軍介護現場において責任を担っている方にお願いします。

2 調査票は、平成17年2月 21 日 ~27 日の 1 週間について、作成してください。

3 調査票の該当する事項にOを、又は必要事項を記入してください。

4 身体拘束を行わなかった施設については、「事業所番号」、「施設種別」、「役職名」、「開設年度」のみを記入のうえ、返送してください。

5 事業所番号 ・・・・・・冨・・・冨・ー介護保険事業者として指定を受け、設定された事業所番号を記入してください。

6 施設種別 ・・・・・・・・・・・・・・・ 1:介護老人福祉施設、 2:介護老人保健施設、 3:介護療養型医療施設

7 役職名

8 性月IJ

-・ 1:看護師長等、 2:介護士長等、 3:その他(役職名を記入してください)

.・・・・・ 1:男性、 2:女性

9 入居月数 . .・ s・・・・・・・・・・・月数で記入してください。(例)2年2月の場合:26月

10認知症高齢者自立度 ・・・・・認知症高齢者自立度とは、「痴呆性老人の日常生活自立度判定基準」によるランクのことである。

11 日常生活自立度 ・・・・・・・・・日常生活自立度とは、「障害老人の日常生活自立度(寝たきり度)判定基準」によるランクのことである。

12特殊治療の有無 ・・・・・・・・・0:なし、 1点滴、 2・経管栄養(経鼻)、 3:経管栄養(経胃ろう)、 4:経管栄養(その他人 5中心静脈栄養、 6:気管切開、 7:その他

13 排j世方法 ・・・..・・・・・・・・・， 1:ポータブル、 2:原器、 3:おむつ、 4:力テーテル等(該当しない場合は記入の必要なし)

【現場責任者用】

14身体拘束の行為種別 E・・・ 1下記の身体拘束の行為種別のうち、主たる(最も長く行った)拘束行為種別1つIこOを記入してください。また、その他の拘束行為を行った場合はムを

記入してください(その他の拘束行為は複数回答あり)。

1 :俳個しないように、車いすやいす、ベッドに休幹や四肢をひも等で、縛ること。

2:転落しないように、ベッドに休幹や四肢をひも等で縛ること。

3:自分で降りられないように、ベッドを柵(サイドレール)で囲むこと。

4:点滴・経官栄養等のチューブ、を抜かないように、四股をひも等で縛ること。

5:点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、または皮膚をかきむしらないように、手指の機能を制限するミトン型の手袋等をつけること。

6:車いすやいすからずり落ちたりしないように、腰ベルトをつけること。

7:車いすやいすからずり落ちたりしないように、Y字型拘束帯をつけること。

8:車いすやいすからずり落ちたりしないように、車いすテーブルをつけること。

9:車いすやいすから立ち上がったりしないように、腰ベルトをつけること。

10:車いすやいすから立ち上がったりしないように、Y字型拘束帯をつけること。

11 :車いすやいすから立ち上がったりしないように、車いすテーブルをつけること。

12:立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるようないすを使用すること。

13:脱衣やおむつはずしを制限するために、介護衣(つなぎ服)を着せること。

14:他人への迷惑行為を防ぐために、ベッドなどに体幹や四肢をひも等で縛ること。



[現場資任者用]

N
ー

15:行動を瀦ち議かせるために、向精神諜を渦剰に服用させること。

16:自分の撒j思で開けることのできない屡室等!こ鵠離すること。

15額i外3藤長11との関係 .. -'......例外3席則とi立、緊急やむを得ない場合に伊j外熊に身体持東を行う場合の獲件のことである(①切迫性、②非代替性、簿一詩性の3つの要件

を満たし、かつ、それらの嬰件0)薙認等の手続脅が絡めて慎重に実施されているケースlニ限られること。)

1 :該当、2:葬議滋・・・・主たる揖東行為を一番長く行った自の身体拘束(14でOをつけたも的)について記入してください。

(参考)合窃i出会織働・利用者本人または地の利用者等の生命または身体が抵践にさらされる可能性が著しく高いこと

金券代替性・・・-身体掲束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法がないこと

③一時性・・・・身体拘束その他の行動制限が一時約なもめで島ること

16詩 罷 ---・ a・a・........・・・-1 :昼間( )時間、2:被閑( )時間・・・・主たる拘束行為を一議長く行った自の身体持東(14でOをつけたもの)について、時標数を記入して

ください。(小数点以下臨檎五入)(夜間とは、夜罷艶務締織替のことである)

1γ 家簾への説明 z報告 ・・・・・ 1:事前説明、2:事後報告、伝説瞬なし・・ 2・主たる拘束行為を…番長〈行った自の身体拘東(14でOをつけたもの〉について記入してください。

18拘束の理由等 ・・・・・・・・・繍・1:生命等が危険で勉iこ方識がなかった

2:全会等の危設はSろったが、入手があれば拘束iま不要だった

3:緯束以外の方法は検討しなかった

ぬ:拘束は不要に感じたが、家肢が強〈要望した

5:拘東は不要だったように思う

(主たる拘束行為を一番長く行った日の身体需束(14でOをつけたもの)1こついて記入してください。)

19持東灘止の可能性.......・・・ 1:隣止はできる、2:廃止iまできない....たる掲東行患を一番長く行った臼の身体拘束(14でOをつけたもの)について記入してください。

20持来日数 ・幽・・・・・・・・・・・剛-1 : 1問、2:2目、3:38、4:4話、5:5目、6:6呂、 7:78・a・諒資期間のうち、身体拘束を行った総日数を記入してください。

21 拘議時間帯 ............ .・1:夜間、2:剥用者の起床持、 3:金事時鵠替、4:夕方、5:休日等スタッフの入手が少ない時等、 6:その俄 〈譲数題答あり〉

O 身体拘束状況語査票互〈思答用紙〉記入僻
(例)Aさんけ0畿、第性}の場合

a主たる{最も畏く行った〉身体揖3誌の行為穂別がr2Jであり、その他、時々の状況!こ応じてr4J、r10Jの持議を行った場合。

‘主たる身体拘束行為r2Jを最も轟く行った悶において、 r2Jの拘京行為を感関5時題、夜間12待関行った場合。

・翻まま期間(1組問)のうち、拘束行為r2Jr4Jr1 OJのいずれかの身体拘束後持った毘数の韓数が6毘の場合。

・調査期間(1淑問)のうち、拘束行為山Jr4Jr1 仰のいずれかの身体韓議後、夜関および食事時間帯に行った場合。

齢年 拘箆束帯詩iNo. 性別 -(賂)- 身体持濃の行為撞~IJ -(略)- 時間 -(略)- 持議結数

G 1.0. 3 ・~5 ・ 6 ・ γ ・ 8 ・ 9 1( 5 ) 
1・52《・b3-・82: 70 

&-11毒 12・13・14・15剛16
4・ γ

2 2( 12 ) 



v.> 

身体拘束状況鵬査票II(由答用紙〉 !持金繰コードi
i卒業所番号

(鼎)王子成17年2丹21誌から278の1遊間の間に行われたすべての身体持斑率調について、期紙f記入要領Jを参帯!こ記入してください。

{現場策任者用】

1 2 3( 〉j開設年度IS H ( 年度 | 
性
入月居数 日自常立生度活 特の殊有治無療 家説族明告へ・報の

.γ悶

拘束廃止 拘間束帯時No‘ 年齢 豪華介護度 排j彼方法 身体拘束の行為稜完IJ 時間
1毒事

拘来日数
7}IJ 自立皮 の額係 の可能性

1 自立糧支・ 1珊 自立-1・班・班a自立町 J-A O鵬1・2-3・ 1 ・2 ~ -2・3-4・5・6磁 7恥 8・9 1 ( 1・2・3・ 1・2・3・
カ月 1・2 1・2-3 1・2

2 2・3-4・5 -mb凶 IV-M 齢 s-c 4繍 5麹 6-7
10‘11・12・13網14-15・16 2( 

4震5 4応5膨6-7
戸コ、

3 ‘ 4 

自立・交・ 1調自立ぺ陽道・m硝 自立盆 J-A 0-1・2圃 3- 1 ‘ 2 
-2澗 3-4・5・6-7・8-9 1( 1・2膨3- 1・2・3省

1網2網

2 カ月 1-2 1-2-3 1・2 3-4側
2 2・3・4・5 -mb -IV揚総 -s-c 4・6・6・7 10鮒 11・12・13・14・15繍 16 2( 

4聡5 4・5・6・7
5鵬6

3 ・4

1 自立・3友‘ 1嶋 自立・ 1・II-ma 自立 -J-A 0-1・2‘3- 1 掴 2 -2・3・4-5-6・7・8擁 9 1( 1・2・3・ 1・2・3・
3 カ月 1・2 1・2・3 1鮒 2

2 2・3・4・6 • mb -IV -M -s-c 4鮒 5-6楓 7
10 -11・12-13・14・15恥 16 2( 

4・5 4・5・6‘7
3 ・4

自立・支剛 1・自立・ I-rr-ma ~Il: -J-A 0・1拠 2-3- 1 -2 -2・3・4・5・6-7・8剛Q 1 ( 1・2・3・ 1-2縄3調
4 カ月 1・2 1総2-3 1・2 3・4網

2 2・3・4・5 -mb -IV -M -s-c 4膨 5‘6・7
10 -11・12・13-14・15網1告 2( 

4事5 4-5・6・7
3 事 4 5・6

自立・支・ 1・自立-1 -rr -1豆a ~Il:網 J ‘ A 0-1・2・3・ 1 ・2 -2繍 3・4-5-6‘7‘8・9 1( 1・2・3・ 1・2-3・ '-2・
5 

2 
カ月
2-3-4‘5 -工芸b祖 IV-主11 網s-c 4圃 6・6・7

1・2 '-2・3
4・5

1 -忽
4被5・6・7

3・4鵬

3 ・4 10繍 11-12 -13・14・15・16
2( 5・6

1 自立・支・ 1・自立・ 1-rr -ma 自立 -J-A 0-'・2・3‘ 1 縄 2 建 2‘3・4・5・6-7・8・9 1( 1・2匡3・ 1・2-3・
1・2・

容 ヵj寺 ， -2 1・2-3 1・2 3・4・
2 2・3・4・5 -mb網IV-M ‘s縄 C 4' 5 -6緩ア

10・11・12・13・14・15・16 2( 4・5 4-5-6事7
5・63 機 4

1 自立・支調 1隠 自立.1 • II -窓a自立穆 J‘A 0-1・2・3・ 1 ・2 -2附 3-4・5・6-7・8鵬 9 1( 1省2・3- 1網2・3・ 1・2・
7 ヵ月 1・2 1-2・3 1雌 2 3・4・

2 2・3墨 4・5 -滋b-IV嚢主11 -s-c 4・5膨 6・7
10省 11-12・13・14・15-16 2( 

4-5 4-5・6・7
5・6

3 -4 

1 自立・支盆 1・~Il:網 1 ・双冨 ma 自立 -J-A 0-'・2・3・ 1 ‘ 2 -2 -3縦 4緩 5緩 6-7・8・9 1・2・3・ 1・2・3・
1・2-

8 1JFl 1 -な 1・2・3 1・2 3・4-
2 2-3・4・5 -mb -IV -M -s-c 4・5-6廻 7 10・11・12・13満 14・15-16 2( 

4網6 4・6‘6・7
5・63 緩 4

自立・支・ 1・自立・ 1-鉱掬蛮a 自立 -J-A 0-' -2・3- 1 ・な • 2・3・4掬5‘6・7・8-9 1( 1・2・3・ 1・2-3・
1留2-

9 カ月 1・2 1・2-3 1・2 3・4・
2 2-3・4姐 5 -mb -IV -M 建 8・C 4・5‘6-7

10・11・12・13・14・15・16 2( 4・5 4・5・6・7
5・63 ・4

1 ~Il:・ 3友ペー 自立イ惨g箸班a自立 -J睡 A 0-1・2・3・ ， -2 -2 -3・4・5-6・7・8・9 1( 1欄2・3恥 1 -な剛3・
1・2‘

10 カ月 1種公 1・2臨3 1・2 3・4-
2 2-3-4・5 霊蕊b-IV剣 M -s-c 4‘5剛6-7 10 -11・12・13・14-15鍵 16 2( 4・6 4-5・6・7

5-6 3 ・4

※お手数ですが、適宜、用紙をコピーしてご記入下さい。





[現場譲住者用〕

身体拘束状況諦査票田

{審議・介護現場に対するアンケート寝畠]

記入者iま、看護鍾介護現場において糞粧を諮っている方にお諜いします。

(r思答君紙jの該当する富所iこOを、またi立感要事棋を記載してください。自答が不明な場合は虫欄で
結構です。)

O 介護保険事業者として指定後受け、設定された事業所番号を記入してくだ

さし~
c 施設議~IJ

O 設職名
O 関設年設

1 :介護老人福祉施設、 2:介護老人保健施設、 3:介護蝿養軍医療掠設

1 :看護師長等、 2:介護士長等、 3:その他(役職名を記入してください〉

〔易体掲東の袈態について}

関1 身体拘東をする(した)場合、身体拘束廃止委員会などに諮る仕組みを長設けていますか。該当する事

項iこ1つOを間入してください。また、 r2Jと回答された場合誌、諮った割合(%、小数点第2位を賠捨五
入し、小数点以下館1俄まで計上)も記入してください。

すべて諮ることとしている

2 必嬰!こ応じて諮ることとしている

3 そのような委員会は設けていない

問2 施設サービス計画母体成時i二、持体拘束を誘発する1)スクを接言せする佐鑑みに立っていますか。

当する事項iこ1つOを記入してください。また、 r3Jと自答された場合i立、具体的に記入してください。
そのためのチ.I'yク項自を設け、カンファレンスするなど翻意工夫を行っている

2 そのための特別な取り組みはしていない

3 その他(

間3 身体拘束をする〈した〉場合、家族への説明をすること!こなっていますか。該当する事項lこ1つOを記
入してください。

家族へ説明し、胃意書をいただく取扱いとしている

2 家譲へ説明し、胃意iまいただくが口顕了解を間銀する取扱いとしている

3 家接へ説明iまするが、報告院なもぬであり特!こ同意告求める趣旨ではない

ヰ 特に説明する取扱いとはしていない

間4 身体拘東をする(した)場合の記録の取扱いはどのように行っていますか。該当する事項のすべてに

。を記入してください(複数回答あり)。また、 r5Jと回答された場合誌、具体的に記入してください。

カルチヘ詑載する

2 審議剛介議問繰へ記載する

3 身体拘束などのリスク管理専用の経過聾察記録へ記載する

4 特に記載方法網内容について取扱いは決めてない

5 その他(

問5 入所者(利用者)本人又i志家線から寿体拘東jこ関する記録む開示語求があった場合11..開示してい
ますか。該当する事項!こ1 つO~安部入してください。また、 r2Jと詔答された場合i立、奥体的な対応方法

を記入してください。

1 



【現場責任者用】

すべて開示している

2 個別に対応している

3 これまで請求を受けたことはないが、請求があれば開示する方針である

4 開示請求には応じない

【身体拘束に関する基本方針】

問6 身体拘束についての施設の対応方針はどのようになっていますか。該当する事項に1つOを記入し
てください。また、 r5Jと回答された場合は、具体的に記入してください。

一切行わない方針である

2 r緊急やむを得ない」場合に限り身体拘束廃止委員会に諮るなど、一定の手続きを前提に容認
している

3 r緊急やむを得ない」場合に限る方針であるが、判断は個々の担当者に委ねている
4 特に方針は掲げておらず、個々の担当者の判断で処理している実態にある

5 その他(

問7 身体拘束を行う場合の手続きを定めていますか。該当する事項lこ1つOを記入してください。
定めている

2 一切行わないこととしているので定めていない

3 個別ケースごとに協議して対応することとしているので定めていない

4 現場の判断に委ねているので、特に定めたものはない

問8 身体拘束禁止の対象となる具体的な行為のうち、厳しすぎると考えている行為がありますか。該当す

る事項のすべてにOを記入してください(複数回答あり)。
俳個しないように、車いすやいす、ベツドに体幹や四肢をひも等で

2 転落しないように、ベツドに体幹や四肢をひも等で、縛ること

3 自分で降りられないように、ベッドを柵(サイドレール)で囲むこと

4 点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、四肢をひも等で縛ること

5 点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、または皮膚をかきむしらないように、手指の機能

を制限するミトン型の手袋等をつけること

6 車いすやいすからずり落ちたりしないように、腰ベルトをつけること

7 車いすやいすからずり落ちたりしないように、Y字型拘束帯をつけること

8 車いすやいすからずり落ちたりしないように、車いすテーブルをつけること

9 車いすやいすから立ち上がったりしないように、腰ベルトをつけること

10 車いすやいすから立ち上がったりしないように、Y字型拘束帯をつけること

11 車いすやいすから立ち上がったりしないように、車いすテーブルをつけること

12 立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるようないすを使用すること

13 脱衣やおむつはずしを制限するために、介護衣(つなぎ服)を着せること

14 他人への迷惑行為を防ぐために、ベッドなどに体幹や四肢をひも等で、縛ること

15 行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させること

16 自分の意思で聞けることのできない居室等に隔離すること

【身体拘束廃止の推進に伴う変化について】

問9 身体拘束廃止に取り組んで、どれくらいになりますか。該当する事項lこ1つOを記入してください。ま
た、 r6Jと回答された場合は、その理由を記入してください。

1年未満 4 3年.......4年

2 1年.......2年 5 4年以上

っ“



【現場責任者用】

3 2年-3年 6 取り組んでいない(

※問9でr6Iに回答された方は、問26以降の官聞にお答えくだきい内

問10 身体拘束廃止に向けて取り組んできた現在と取り組み以前とでは、どのような変化がありますか。

該当する事項に1つOを記入してください。また、 r1Jと回答された場合はその時期、 r2-4Jと回答され
た場合は取り組みはじめる直前と現在を比較して、拘束人数又は拘束率(%、小数点第2位を四捨五入

し、小数点以下第1位まで計上)も記入してください。

身体拘束を一切行わないこととした

2 身体拘束を受けた入所者(利用者)数が少なくなった

3 身体拘束の実態(拘束人数、又は拘束率)は変わらない

4 身体拘束がより多く行われるようになってきた

問11 身体拘束廃止に取り組んでからの直接介護量について、どのように感じていますか。該当する事項

に1つOを記入してください。
減った 4 どちらかと言えば増えた

2 どちらかと言えば減った 5 増えた

3 変わらない

間12 身体拘束廃止の取り組みが推進できた(できている)と思われる施設のみ記入してください。その要

因について、該当する事項のすべてにOを記入してください(複数回答あり)。また、 r3Jと回答された
場合は責任を負うことを表明した役職名を、 r12Jと回答された場合は、具体的に記入してください。

管理者等幹部の指示圃指導が厳しかったから

2 管理者等幹部が現場の取り組みを評価してくたから

3 管理者等幹部が最終責任を負うことを表明してくれたから

4 看護・介護職のリーダーの指導力が優れていたから

5 看護・介護体制を強化してくれたから

6 組織ぐるみで取り組む雰囲気が醸成できたから

7 研修等により知識、対応方法を身につけたから

8 身体拘束の弊害を改めて認識したから

9 常に身体拘束誘因の有無を念頭においてアセスメントし、サーピ、ス計画を検討するようになった

から

10 身体拘束をする際にその理由を慎重に検討する仕組みが定着してきたから

11 家族のE里解を得ることがで、きたから

12 その他(

問13 身体拘束廃止に取り組んでいるが、推進できない(できていなしリと思われる施設のみ記入してくだ

さい。その要因について、該当する事項のすべてにOを記入してください(複数回答あり)。また、 r8J
と回答された場合は具体的に記入してください。

管理者等幹部の理解が得られないから

2 事故が起きたときに現場のみに責任を押しつけられる恐れがあるから

3 看護=介護体制の強化を図られず余裕がなかったから

4 管理者や職員に廃止しようという意欲がたりないから

5 入所者(利用者)の重度化が進み余裕がないから

6 研修を受けた者がいないから

7 どうしたらよいかわからないから

-3一



〔現場責任者用】

8 その他(

慨は 身体拘束廃止に取り組んでからの介護事故的状況はどうですか。取り組みはじめる直前と親殺を比

較して、該詣する事項!こ1つOを記入(J)上、 1:~護加又は2: 減少した割合(%、小数点第2位を四捨五入
し、小数点以下第11立まで計上〉を記入してください。また、 (6)については介護事故の韓議も記入してく
だ、さい。

(1 )組側

1 増加した 2 減少した 3 裁わらない

(2)転瀦雀ずサ落ち

1 増加した 2 減少した 3 変わらない

(3)誤騒・

1 増加した 2 減少した 3 変わらない

く的嘉濃・経管チューブの自己抜去

1 増加した 2 減少した 3 変わらない

(5)骨折・強度打撲等

1 増加した 2 減少した 3 変わらない

(6)その他の介護事故

1 増加した 2 滅少した 3 変わらない

問15 身体拘束廃止に取り組んでから、合議事故をめぐり入所者(利用者)や家族などからの骨i警が増え
ましたか。取り組みはじめる麓前と理主を比較して、該当する事項|こ1つOを配人の上、 1:増加又iま
2:誠少した割合(%、小数点第2設を四捨五入し、小数点以下第1位まで計上〉を記入してください。

増先日し7こ
2 減少した

3 変わらない

隣16 ~母体拘束麗止に取り組んでから、介殺事故1::館臨して損害諾欝を求められた普U1ま島りますか。 r1J 
または「むのいずれかにOを記入してください。また、r1Jと詔答された場合法、その対応方法につい
て接き議する事項のすべてiこOを記入し(楼数臨答品切、その件数を記入してください。

賠慢を求められたことがある

1-1 それに応じたことがある

1…2 求められたが応じなかった

1-3 現在係争中で曇る

2 賠償後求められたことはない

間17 身体拘束鹿止に敢り組んでからも、入務者(利用者入または家肢から拘束して!ましいという申し出
がありますか。鍛議する事壌に1つOを記入してください。
よくおる

2 時々ある

3 ない

構18 関17でr1J又はr2Jと剖篠された施設のみ記入してください。入所者{科用者入または家族から拘
東して欲しいという申し出があった場合、身体拘束を行うことによる弊饗を説明していますか。該当する

事項iこ1つOを記入してください。
急要事項はすべて提恭し、明解が得られるまで、設理をfすっている

2 必要事項は説明している

4 



[現場責告者罵]

3 説明していない

需19 身体拘束廃止の取り組み前後で、記入者自身の意識泣変わりましたか。該当する事項!こ1つO校総
入してください。また、 r6Jと回答された場合は、異体的iこ記入してください。

1 拘束する辛さから解放されて精神的に識になった

2 持東から解放されて明るくなった入所者(利用者)をみてさらに意欲が向上した

3 韓に需かが変わったとは思わない

ヰ 神経を覆い大変であるが、これからも腕止に向けた取り組みを継続するつもりで島る

5 事故訪止に持経を寵い大変つらいので、以前の方がよかったと思っている

6 そ(J)倍(

{身体拘束廃止への取程に関する評錆について〕

間20 身体拘束廃止に向iナた業施設会取り組みの理状についてどのように考えていますか。該当する事

項!こ1つOを記入してください。
満足 3 やや不十分

2 やや満見 4 不十分

爵21 身体持東廃止に向けた議施設の取り組みについて、今後の方針をどのように考えていますか。該当

する事項に 1 つOを記入してください。また、 r4Jと回答された場合r~、異体的に記入してください。

-話語、現状維持でよいと考えている

2 もう少し誰進しなければならないと考えている

3 おおいに推進しなければならないと考えている

4 その他{
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間23 葉施設では身体拘束廃止に関する塾強にどのように敦り組んでいますか。該当する事項iこ1つOを
記入してください。また、 r4Jと回答された場合i志異体的に記入してください。

ベ》



[現場重任者用】

菅理者等が率先して行っている

2 職員だけで毎月で行っている

3 ほとんど行っていない

ヰ その他(

間24 設施設でi求、身体拘束廃止のために参考とむる資料などを活用されていますか。該当する事壊に1

つOを記入してください。
f身体拘諜ゼ口への手引きjなどの資料やビデオを活用している

2 参考資料の入手もそれぞれの職員!こ委ねられている

間25 費接設の身体持東をしない介護方法の知識・技能の水準iまどうですか。該当する事事iこ1つOを記
入してください。

1 おおむね移得している

2 やや不十分であり、不安である

3 かなり不十分であり、身体拘束廃止が推進できない

{都道蔚県の指導等について]

開26 身体拘束廃止相談窓口に栴識したことがありますか。該罰する事壊に1つOを記入してください。
1 キ目談Ltこことがある
2 相談したことはない

問27 問26でr1Jと呂答された詫設のみ記入してください。身体拘束相談窓口への椋談i立、効果がaf>ヲま

したか。該当する事項に1つOを記入してください。
役に立った

2 少し設に立った

3 設立立たなかった

間28 関26でr2Jと回答された施設のみ記入してください。禽体揖東相談窓r:l1こ栂綴しなかった閣由は倒

ですか。該渇する事項Iこ1つOを記入してください。また、 r4Jと罷蓄された場合iま、具体的に記入して
ください。

相談するような案件がなかったので棺設したことがない

2 相談窓口があることを知らなかった

3 施設が所椛する都道府県!こは掲該窓口が設寵されていない

4 その他〈

問29 都道府県等!こおiする誕地指導詩の身体拘束に関する調査刷指導の状却はどうですか。該当する事

項lこ1つOを記入してください。また、 r5Jと回答された場合I立、具体的に記入してください。
本賓を理解した繋関とチヱツクが行われている

2 身体構束に関して艶鍛があるかどうかをチェックするのみ

3 癒柔ケアや身体拘束の器本をどこまで理解しているか疑わしい

4 特に指導等iまされたことがない

5 その檀{

-提言等】

関30 身体拘束廃止に関して、要望や提設がありましたら、記入してください。
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〔自答用紙〉身体拘束状況調査票E

3:介護療養護器産療撞設2:介護老人保健施設1 合護者入籍社擁設
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【施設管理者用】

身体拘束状況調査票N

【施設管理者に対するアンケート】

記入者は、施設管理者又はそれに準ずる役職の方にお願いします。

(r回答用紙」の該当する事項lこOを、または必要事項を記入してください。回答が不明な場合は空
欄で結構です。)

O 事業所番号・・・・・・個個個副 介護保険事業者として指定を受け、設定された事業所番号を記入してくだ

さい。

O 施設種別 刷..・・・倒置胴聞置個 1 :介護老人福祉施設、 2:介護老人保健施設、 3:介護療養型医療施設

O 役職名 胴関関..・・・倒置胴聞置個 1 :看護師長等、 2:介護士長等、 3:その他(役職名を記入してください)

O 開設年度

【身体拘束の実態について】

問1 身体拘束についての施設の基本方針は、どのようになっていますか。該当する事項に1つOを記入
してください。また、 r5Jと回答された場合は、具体的に記入してください。
一切行わない方針である

2 r緊急やむを得ない」場合に限り身体拘束廃止委員会に諮るなど、一定の手続きを前提に容
~~している

3 r緊急やむを得ない」場合に限る方針であるが、判断は個々の担当者に委ねている
4 特に方針は掲げておらず、個々の担当者の判断で処理している実態にある

5 その他(

問2 身体拘束状況調査票Eで記入された身体拘束を行った事例のうち、「拘束の理由等」の欄でr3J'"
r5J rこOをつけた入所者(利用者)がある施設のみ記入してください。この場合の改善方策として考え
られるものについて、該当する事項のすべてにOを記入してください(複数回答あり)。また、 r9Jと回
答された場合は、具体的に記入してください。

身体拘束に代わる他の介護方法の情報を収集する

2 外部の専門家を招1号して助言を求める
3 身体拘束に陥る危険性の見極めが不十分だったので、アセスメントを工夫する

4 身体拘束の廃止を推進するための担当者を明確にして取り組みを強化する

5 職員が身体拘束を行わない知識、技術の修得が不十分だったので研修を強化する

6 身体拘束に陥る危険性が高い入所者(利用者)の数に照らして職員体制が弱体だったので、そ

の強化を検討する

7 車いすやベッドの工夫、環境面の配慮を検討する

8 現段階では特に改善方策は考えていない

9 その他(

(参考)身体拘束状況調査票rrr拘束の理由等」のr3J'"r5J 
(3 :拘束以外の方法は検討しなかった、 4:拘束は不要に感じたが、家族が強く要望した、

5:拘束は不用だったように，思う)
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【施設管理者用】

【介護事故に対するリスクの予測・管理など】

問3 貴施設ではリスクマネジメントの取り組みを行っていますか。該当する事項|こ1つOを記入してくだ

さい。また、 r1 J又はr2Jと回答された場合は、取り組んでからの期間についても記入してください。

1 自ら行っている(行ってから 年経過)

2 担当者を決めて行わせている(行わせてから

3 特に行っていない

4 よくわからない

年経過)

問4 問3でr1 J又はr2Jと回答された施設のみ記入してください。行っている「リスクマネジメントの具体

的な取り組み」について該当する事項のすべてにOを記入してください(複数回答あり)。また、 r6Jと

回答された場合は、具体的に記入してください。

リスクマネジメント委員会等を設置している

2 ひやり・はっと報告の取り組みを行っている

3 予防マニュアル等を作成し分析を行い、対処方針を決めている

4 事故の対応のマニュアルを作成している

5 リスクマネジメントに関する研修を行っている

6 その他(

問5 問4で、r2Jと回答された施設のみ記入してください。取り組んでから何年になりますか。

(取り組んでから 年経過)

問6 ひやり・はっと報告や他の記録の分析をしてマネジメントに反映させていますか。該当する事項|こ1つ

0を記入してください。
分析をして反映させている

2 分析はしているが反映まではできていない

3 分析していない

問7 過去1年以内に介護事故はありましたか。該当する事項!こ1つOを記入してください。また、 r1Jと

回答された場合は、その種類について該当する事項のすべてにOを記入の上、その件数も記入して
ください(複数回答あり)。

なお、 r1-6Jと回答された場合は、具体的に事故の種類と件数を記入してください。

あった

1-1 転倒

1ー2 転落・ずり落ち

1-3 誤聴・窒息

2 なかった

1-4 点滴・経管チューブ、の自己抜去

1-5 骨折・強度打撲等

1-6 その他

問8 入所者(利用者)の介護事故に対応するために損害賠償保険に加入していますか。該当する事項

|こ1つOを記入してください。

加入している

2 加入していない

【身体拘束の予防について】

問9 身体拘束を行うことによる弊害を認識していますか。該当する事項Iこ1つOを記入してください。ま

た、 r1 Jと回答された場合は、認識しているものについて該当する事項のすべてにOを記入してくださ
い(複数回答あり)。なお、 r1-10Jと回答された場合は、具体的に記入してください。

4
4
 



〔施設管理者用]

認識している

1 -1 関節の拘縮、筋力の低下立どの持体機能的抵下

1-2 食欲の抵下、む肺機能や感議離への抵抗力(J)器下

1-3 拘東されるために起きる転倒・

1-4 精神的な苦痛を与えること及び人間としての尊厳を穫すこと

1-5 痴呆(認知癌)の瀧行

1-6 家族!こ与える精神的背楠

1-7 看護問介鰻職員の士気の低下

1 8 介諜保険施設議事に対する社会的な不信、編毘

1-9 さらなる拘東を必要tどする等の悪循環
1 10 その他(

2 わからない

関10 下記の身体拘束議止の対象となる具体的な行為について認識していますか。該き接する事壊のす

べてにGを記入してください(複数回答あり)。
誹錯しないようと、東いすやいす、ベッド1こ体幹や四肢をひも等で、縛ること

2 転慈しないように、ベッドに体幹や閤肢をひも等で、縛ること

3 畠分でi建りられないように、ベッドを柵(サイドレーjレ)で囲むこと
ヰ 点j高，経管栄養等のチューブを抜かないように、四技をひも等で縛ること

5 点、;高，経管栄養等のチューブを接か主いように、または皮j欝をかき?むしらないように、手掛の

機能を鎮護するミトン聖の手袋等をつけること

6 1尊いすやいすかちずり落ちたりしないように、鞍ベJレトをつけること

7 車いすやいすからずり落ちたりしないように、Y字詰拘束帯安つけること

s 車いすやいすからずり落ちたりしないように、率いすテーブルをつけること
9 車いすやいすから立ちょがったりしないように、藤ベんトをつけること

10 車いすやいすから立ち上がったりしないように、Y学製持束帯をつけること

11 車いすやいすから立ち上がったりしないように、議いすテーブルをつけること

12 立ち上がる能力のある人の立ち上がりを接iずるようないすを護用すること

13 脱在やおむつはずしを鱗摂するために、介護家〈つなぎ最)を碁せること

14 情人への迷感行為を防ぐために、ベッドなどに体幹や間設をひも等で、緯ること

15 行動を落ち着かせるために、向精神薬を通剰に鰻期させること

16 自分の意思で開けることので2きない罷室等に隣離すること

間11 緊急やむ後得ない場合に、例外的に身体揖東を行う場合の要件についてはどのように患いますか。

つOを記入してください。
範聞が狭すきる

2 適切である

3 去すぎる

4 例外は器めるべきではない

(参考)緊急やむを得ない場合に、例外的に身体拘束を行う場合の要件「身体栴束ぜおへの手車窓j

②切追性圃ーや]用者本人または他の利用者等の生命または身体が危険はさらされる

可能生が著しく高いこと

会非代蓄性・..身体拘束そお他の行動制限を行う以外!こ代替する介議方法がないこと

金一詩性z置竃身体拘束その他の行動制限が一時的なものであること

の3つの要件を溝たし、かつ、それらの要件の確認輔の苧紙きが極めて構重!こ実施されている

ケースiこ譲られること。

今

3



〔施設督理者用]

関12 身体拘東に陥る危険性が高い入所者(利用者)を把握する仕組みがありますか。骸き議する事壊に

1つOを記入してください。
ある

2 ない

問13 問12でr1 Jと回答された施設のみ記入してくださいJ恕握する仕組みJとはどのようなものですか。
き話する事現のすべてにOを記入してください〈譲数詔答あり〉。また、 r4Jと回答された場合i立、
体的!こ記入してください。

施設内の身体拘束廃止委員会などの合議

2 擁設サーピス計題作或棄を者を中，j)1こカンファレンスで合意、

3 特別のアセスメントと特別のサービス計画を{やって護点観襲

4 そお憶〔

関係 身{本持東に諮る危険i主が高い入所者(手IJ用者)への介醸のあり方を検討する仕組みがありますか。
該当する事項に1つOを記入してください。
ある

2 ない

開15 間14でr1Jと回答された施設のみ記入してください。「検討する栓組みjとはどおようなものですか。

該当する事項のすべてにOを記入してください〈護数自答あり〉。また、 r6Jと題答された場合は、異
体的に記入してください。

施設内の易体拘束廃止委長余など(})合議

2 施設サーピス告酪作成箆在者索中心に力ンファレンスで、合意

3 持棋のアセスメントと韓躍のサ…ピス計額を作って重点観察

4 f患の先駆的建設に致蓄を求める
5 都道Z守票の霜談室ロiこ劫雲を求める
6 そ(})偉く

間16 身体揖束を行う場合の手続きを定めていますか。核当する事現iこ1つOを記入してください。

定めている

2 …切行わないこととしているので定めていない

3 姻別ケースごとに協議して対応することとしているので定捨ていない

4 現場の判断に委ねているので特に定めたものはない

問17 問16でr1Jと問答された施設のみ記入してください。r定めている卒続きjとほどのようなものです
か。詰到する事現のすべて!こOを記入してください{楼数盟答義的。また、 r10Jと語答された場合は
具体的に記入してください。
r緊急やむを得ないj場合的ガイドライン

2 撞設内の竿続奪

3 入所者(軒用者〉本人に対する手続き

4 家族に対する手続審

5 拘束柊7克込み時期
6 完ンファレンス
7 記録の作成及び保存

g 実賓上の責住者を定め事前事後の報告等

9 蕗設管理者等への説明

10 その他(
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[雑穀管理者用〕

爵18 建設内に身体拘束を行わない旨のポスヲーや盟賞文などを掲示していますか。骸渇する事項!こ1

つ0を記入してください。
1 需示している

2 掲示してない

{身体拘束牒止推進の取組について](楽平成12年3月以欝に欝設している擁設におたずねします。)

間19 介護保険制捜施行前と比べて、身体拘東隣止の敢り組みは推進できたと怒いますか。該当する事

項!こ1つOを間入してください。
1 推進できた

2 推進できていない

間20 関19でfりと詔答された蕗設ぬみ記入してください。「誰避できたJのは、どのような要因が効果を

もたらしたとお考えですか。該当する事壌のすべてに0を能人してください(複数回答あり)。また、
r13Jと自苔された場合誌、異体的に記入してください。

施設管理者が廃止を明蓄したこと〈すべての責任は、建設饗理者が持つ〉

2 審護"介護職員の意識を変えたこと

3 施設内に身体拘束廃止楼覧会等を設置したこと

4 看護E介護職員の身体拘束をしない介護技術の向上を闘ったこと

5 身体揖束喪止に闘する施設内研修会を実施したこと

6 身体拘束廃止に関する施設外研修会に参加したこと

7 入高者〈事i患者〉の家族に対して、身体拘束の弊替を説明し意識を変えたこと
8 施設・設構を整犠し、事設が起きないような環境iこしたこと
9 易体掲東議止に関する先駆的な麗設等の視察等を実施したこと

10 看護・介諜職繰の増員を図ったこと

11 第三者評価帯外部の監視機関を活用したこと

12 身体拘束!こ闘する情報公聞に関する規制を定め、実麗していること

13 その他(

間21 需19でr2Jと出笹された施設のみ記入してください。「推進できていなしリのは、どのような要因と

お考えですか。談議する事項のすべてにOを配人してください(複数回答あり)。また、 r10Jと四番さ
れた場合i本異録的に記入してください。

S争体拘束の弊警は理解しているが、事教())発生が心配なこと
2 事故が発生した場舎の擾寄贈讃 a家銭。〉苦曹が心記なこと

3 職員が不安(精神的量担)を訴えているため

4 身体拘束を廃止するための介護の方法=技街がわかちないため

5 管理者や職員に廃止しようとし巧意欲がたりないこと

6 安全のため、家族が拘東を謹んでいるため

7 身体詞束廃止!こ闘する研暢愈に参加したことがないこと

8 事裁が起きないような施設刷設備の整備が遅れているため

9 職員持棋の強色を罷る余絡がないため

10 その龍〈

{要望・提言等]

問22 身体拘束鹿止に関して、撃さ望や謹言がありましたら、記入してください。

-)  





身体拘束状況捌査票IV(回答用紙)

一
ド
一
号
一

一
〉
一
番
一

一

電

2

』、
-
w
h
M

司-

一
話
相
尚
一
一
宮
ん
一

一
蹴
一
議
一

一
都
一
事
一

1 分護者人福社建設 2:介議迭人保髄施設 3:介護療養担医療施設

1:看護部長等 2:介護士長等 3 その他(

年度 S • H 年度

1 2 
5 ( 

3 4 

1 2 

9 ( 

3 456  7 8 

【介護事故!こ対するリスクの予測瞬管理など〕

問3 1 ( )年 2 ( 3 4 

関4 1 2 3 4 5 
6 

;揖5 )年

間6 1 2 3 

問フ 1-1 {牛〉 1-2 {牛) 1-3 件)

1-4 件〉 1-5 件〉

1-6 ]件)

2 

間g 1 2 

【身体拘束の予防について}

関9 I 1 1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 
1-6 1-7 1-8 1-9 
o ( 

し-!2
く)



間10 2 3 4 5 

11 12 13 14 15 

問11 2 3 4 

問12 2 

間13 2 3 

4 

問14 2 

題15 2 3 4 6 

8 

問16 2 3 4 

間17 2 3 4 5 

10 

間18 2 

【身体拘束廃止推進の取締について]

間19 2 

間20 2 

13 

間21 2 

10 

{要望麺提設等}

問22 I 

3 4 5 

3 4 5 

6 7 8 9 10 
16 

6 ア 8 9 

6 7 8 9 10 11 12 

6 フ 8 § 

-2 
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